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1. は じ め に 
1.1 提案 地方 公共 団体 の 社会 的 ・ 地 理 的 特性 


① 沿 革 
平安 建 都 以 来 、 千 年 を 超え て 都市 の 機能 ・ 文 化 が 一 度 も 遮断 せ 
ず に 継承 ・ 発 展 し て きた 歴史 都市 で ある 。 永 い 歳 月 の 中 で 、 市 街 


地 の 周 囲 を 取り 囲む 三方 の 山々 や 鴨川 、 桂 川 に 代表 され る 山 紫 水 Re サー 

明 と 称 さ れる 豊か な 自然 が 育ま れ 、 古 く か ら 自 然 環境 と 共生 する 4 “で 

生活 が 営ま れ て いる 。 FAN 人 全、 
さら に 、 世 界 遺 産 を 含む 数 多く の 国宝 や 重要 文化 財 、 神 社 仏 ンー と 


閣 、 歴 史 的 景観 を 形成 する 建築 物 や 庭園 、 祭 礼 行事 等 の 暮らし に 
息づく 文化 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 、 伝 統 産 業 、 知 的 財産 等 の 歴史 ・ 
文化 資源 が 今 も 存在 し て いる 。 こ れ ら 有形 無形 の 文化 遺産 の 蓄積 
が 京都 の 特性 と な っ て いる 。 


② 位 置 
京都 府 の 南部 に 位置 し 、 京 都 盆地 の 北 半 分 、 山 科 盆 地 及 び 丹 波高 原 の 東 辺 の 一 部 か ら な る 内 
陸 都 市 で ある 。 


③ 面 積 
約 827.83 km ( 府 域 の 約 18%) 


④ 地 形 等 (自然 環境 や 交通 状況 等) 

市 域 面積 の 74% を 森林 が 占め る 。 公 共 交通 ネッ トワ ー ク が 発達 し て お り 、 居 住地 か ら 最寄り の 
鉄道 駅 ・ バ ス 停 へ 到達 し 、 待 ち 時 間 も 含め て 乗車 する まで の 所 要 時 間 は 、 居 住人 口 の 70% が 15 
分 以内 、96% が 30 分 以内 で ある 。 非 自動 車 分 揚 率 は 、 約 799 で ある 。 


⑤ 土 地 利用 
京都 市 の 市 街 地 は 、 都 心 部 や 伏見 の 中 心 部 な ど 古 く か ら 市 街 地 で あっ た と ころ を 中 心 に 広 が 
る 。 高 度 経済 成長 期 に スプ ロー ル 化 し た と ころ も ある も の の 、 三 方 を 山々 に 囲ま れる と いう 地 
理 的 条件 や 早く か ら の 風致 地区 の 指定 な どの 取組 に より 、 市 街 地 の 拡大 は 限定 され て いる 。 


⑥ 気 候 (気候 の 特徴 や 再 エネ 発電 に 関係 する 日 照 時 間 ・ 風 況 等 ) 

三方 を 山 に 囲ま れ て いる 地形 的 特徴 か ら 、 寒 暖 の 差 が 大 きい 内 陸 性 気候 で ある 。 年 間 の 日 照 
時 間 は 1, 775 時 間 で 、 政 令 指定 都市 の 中 で 3 番目 に 短い 。 ま た 盆地 地形 の た め 風 が 弱い こと が 
特徴 で ある 。 平均 風速 は 年 間 を 通じ て 秒速 1 一 2m 程度 で 推移 し て いる 。 


⑦ 人 口 (直近 の 住民 基本 台帳 人 口 や 近年 の 増減 の 状況 等 ) 
1, 444, 649 人 ( 令 和 4 年 4 月 1 日 現在 )。 京 都 府 の 人 口 の 約 半 数 を 占め る 。 
京都 市 の 人 口 動態 は 、 市 全体 で は 近年 転入 超過 が 続き 、 人 口 の 減少 に 一 定 の 歯止め が か か っ 
た も の の 、 東 京都 、 大 阪 府 、 京 都 府 南部 、 滋 貨 県 に 対し て は 転出 超過 と な っ て いる 。 特 に 、 就 
職 期 の 20 歳 代 、 結 婚 ・ 子 育て 期 の 30 歳 代 が 転出 超過 と な っ て お り 、 都 市 に 活力 を 生み 出し 、 
社会 を 支え る 中 核 と な る 若年 ・ 子 育て 層 が 市 外 へ 転出 し て いる 。 


⑧@ 産 業 構造 (第 一 次 産業 か ら 第 三次 産業 の 状況 や その 特徴 等 ) 
市 内 総 生産 (平成 30 年 度 ) を 産業 構成 比 で 見 る と 、 サ ービス 業 15.896、 不 動産 業 12.396、 
卸売 ・ 小 売 業 11.69% と いっ た 業務 部 門 に 属す る 産業 が 上 位 を 占め る 。 


⑨ そ の 他 (必要 に 応じ て ) 

全国 か ら 年 間 約 70 万 人 も の 生徒 が 、 修 学 旅行 で 京都 を 訪れ る (コロ ナ 宰 前) 。 中 で も 、 中 学 
校 に お いて は 、 全 国 修学 旅行 対象 生徒 数 の 約 半数 を 占め る 。 修 学 旅行 生 の 交通 手段 と し て 、 狭 
陰 な 道 も 多い こと か ら タ クン シー も 利用 され て いる 。 


1.1 京都 市 の 位置 


2 温室 効果 ガス 排出 の 実態 

2020 年 度 に お ける 本 市 の 温室 効果 ガス 全体 の 排出 量 は 6, 206 千 t -C02 で あり 、2013 年 度 実績 と 
比較 する と 20.9% 削 減 し て いる 。 

新型 コロ ナウ イル ス の 感染 拡 大 前 は 、 人 口 は 横ばい な が ら 、 観 光 客 が 増加 (3, 000 万 人 台 一 
5, 000 万 人 台 ) し て いる 状況 下 で あっ た こと か ら 、 環 境 負荷 の 低減 と 都市 の 賑わい 創出 を 同時 に 達 
成 し て きた 。 

2020 年 度 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 も あり 、 主 に 産業 部 門 や 業務 部 門 で 減少 し 、 家 
庭 部 門 で は 増加 し て いる 傾向 が み ら れ た 。 

部 門別 で は , 家庭 部 門 (1, 773 千 t-C02) 、 業 務 部 門 (1, 590 千 t-C02) 、 運 輸 部 門 (1, 437 千 t- 
C02) 、 産 業 部 門 (693 千 t-C02) の 順に 排出 量 が 多い こと か ら 、 脱 炭素 の 実現 に 向け て は 、 特 に 家 
庭 部 門 及 び 業 務 部 門 で 構成 され る 民生 部 門 の 対策 が 重要 な 課題 で ある 。 


( 千 t-C02) 
部 門 2013 年 度 | 2020 年 度 (最新 年度 ) 2030 年 度目 標 ※2 
(基準 年 度 ) 増減 率 ※1 増減 率 
(2013 年 度 比 ) (2013 年 度 比 ) 

エネ ルギー 転換 部 門 ※3 ※3 ※3 ※3 ※3 

産業 部 門 1040 693 433.0% 600 442.3% 

民生 部 門 4730 3363 429.0% 2360 450.1% 

CO2 家庭 2120 1773 416.6% 1080 449.1% 
業務 2610 1590 439.1% 1280 451.0% 

運輸 部 門 1550 1437 47.6% 1140 全 26. 5% 

廃棄 物 部 門 210 221 +3. 2% 190 4A9. 5% 
工業 プロ セス 部 門 - - ー = 

C02 以外 の 温室 効果 ガス 531 724 +36. 3% 580 +9. 2% 
温室 効果 ガス 合計 ※4 7840 6206 全 20. 9% 4620 全 41. 1% 


※1 端数 処理 の 関係 に より 、 数 値 が 合わ な いこ と が ある 。 

※2 各部 門 等 の 2030 年 度目 標 値 は 、 京 都市 地球 温暖 化 対策 計画 <2021-2030> に 記載 し て いる 数 値 ( 目 
標 : 40% 以 上 削減 )。 現 在 は 目標 を 46% 削 減 に 上 方 修正 し て いる が 、 各 部 門 等 の 目標 値 に つい て は 設 
定 じ で いな い 。 

※3 エネ ルギー 転換 部 門 は 業務 部 門 と し て 計上 し て いる 。 

※4 森林 吸収 量 な ど に よる 削減 効果 量 を 含む 。 


1.3 地域 課題 


【 課 題 1】 地域 コミ ュ ニ ティ の 活性 化 

本 市 は 、 町 衆 の 手 に よっ て 当時 の 住民 自治 組織 で あっ た 番組 を 単位 と し て 日 本 最初 の 番組 小学 校 
が 作ら れ た よう に 、 京 都 特有 の 住民 自治 の 伝統 や 支え 合い の 精神 に 基づき 、 地 域 に 居住 する 住民 ひ 
と り ひ と り が 地域 コミ ュ ニ ティ の 一 員 と し て 、 様 々 な 地域 団体 に お いて 、 交 流行 事 や 安心 ・ 安 全 、 
伝統 文化 の 継承 な ど に 取り 組ん で きた 。 こ うし た 「 地 域 力 」 は 京都 の 貴重 な 社会 資源 で ある 。 

最も 古い 市 街 地 の 一 つ で ある 伏見 エリ ア に お いて は 、 市街 地 の 中 心 商店 街 で ある 伏見 大 手筋 商店 
街 や 伏見 稲荷 大 社 、 藤 森 神社 、 醍 醐 寺 と いっ た コミ ュ ニ ティ の 拠点 と と も に 地域 力 が 形成 され て き 
た も の の 、 現 在 、 市 内 で 最も 人 口 の 減少 数 が 大 きい 地域 で ある と と も に 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 次 代 
を 担う 若者 ・ 子 育て 世代 の 市 外 流出 も 多い (近隣 自治 体 へ の 30 代 転 出 超過 数 約 1.000 人 )。 加 え 
て 、 少 子 高齢 化 の 進 情 、 イ ンタ ーネット 販売 の 普及 と いっ た 消費 行動 の 変化 な どか ら 商 店 街 の 活力 
の 低下 が 懸念 され る 中 に お いて 、 交 流行 事 や 伝統 文化 の 継承 に 取り 組む 地域 団体 の 担い 手 不足 、 地 
域 住 民 同士 が 触れ 合う 機会 の 減少 、 つ な が り の 希薄 化 な ど が 課題 で あり 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ を 活性 
化す る 必要 が ある 。 


※ 地域 コミ ュ ニ ティ : 京都 市 地域 コミ ュ ニ ティ 活性 化 推進 条例 に お いて 、「 住 民 相互 の つなが り を 基礎 と する 地域 社会 」 と 定 
※ 地域 コミ ュ ニ ティ の つなが り の 希薄 化 は 、「 伏 見 区 基本 計画 2025」 に お ける 集 定 背 景 の ー つ 。 


(人 ) 一 転入 - 転 出 


1,500 
1,000 
500 


※ 伏見 区 に お ける 上 記 の 近郊 都市 に 
対す る 子育て 世代 の 転入 ・ 転 出 の 状 
況 で は 、 約 1.000 人 の 転出 超過 が 
み ら れ る 。 近郊 都市 に 対し て の 動き 
方 で は 、 宇 治 市 や 大 津 市 に 対し て 転 

aromaPwEPr PT 出 超 過 の 傾向 が 強く 表れ て いる 。 


※ 子 育て 世代 は 30 歳 ~59 歳 で 計算 出典 : 国勢 調査 ( 令 和 2 年 ) 


伏見 区 に お ける 子育て 世代 の 近郊 都市 へ の 転入 ・ 転 出 
(5 年 前 住所 か ら の 移動 状況 ) 


【 課 題 2】 高 齢 化 と 地域 防災 対応 力 の 確保 

高齢 化 が 進む 中 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 中 で 人 災害 時 に も 住民 に と っ て 安心 で きる 拠り 所 の 不足 が 課 
題 で ある 。 伏 見 エリ ア は 、 市 内 で 65 歳 以上 の 市 民 が 最も 多く 暮らす 地域 で あり 、 身 近 な 防災 拠点 
を 創出 する 必要 が ある 。 


右京 を 豆 ーー 出典: 国勢 調 査 ( 令 和 2 年 ) 
65 歳 以 上 の 人 口数 


4 


【 課 題 3】 環境 先進 エリ ア と し て の 魅力 の 創出 

伏見 エリ ア は 、 京 都議 定 書 が 採択 され た COP 3 を 記念 し て 開館 し た 京 エ コロ ジー セン ター を は 
じ め 環 境 関 連 施設 が 集積 する な ど 、 四 半 世 紀 に わた っ て 環境 保全 に 取り 組み 、 循 環 型 社会 の 要 を 担 
い 、 環 境 共 生 ・ 低 大 素 社会 の 息 を めざし て きた 地域 で ある 。 現在 、 若 者 ・ 子 育て 世代 の 市 外 流 出 な 
ど 、 若 者 世代 に 訴求 力 の ある まち づく り が 求め られ る 中 に お いて 、 い ち 早 く 脱 炭素 転換 を 進め 、 環 
境 先進 エリ ア と し て の 新た な 魅力 を 創出 し て いく 必要 が ある 。 

また 、 コ ロナ 補 の 影響 に より 観光 客数 が 激減 する 中 に お いて 、 新 た な 誘引 力 が 求め られ る 。 


宿泊 客数 


( 千 人 ) 
18.000 H30 年 1.582 万 人 


| | H12 年 942 万 人 H20 年 1.306 万 人 
京都 市 観光 客 観光 客 5.000 万 人 達成 
5.000 万 人 構想 発表 


H23 年 1.087 万 人 


6.000 東日本 大 震 災 
4.000 
2.000 


Ha 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 Ri 2 3 
出典 : 京都 市 観光 客 の 動向 等 に 係る 調査 ( 令 和 3 年 ) 
京都 市 に お ける 宿泊 客数 の 推移 


※ 調査 手法 の 変更 に より 、 令 和 元 年 以降 の 数 値 は 平成 30 年 まで の 数 値 と 時 系 列 に よる 比較 は で き な い 。 


2. 脱 炭 素 先行 地域 に お ける 取組 
2.1 脱 炭 素 先行 地域 の 概要 


【 脱 炭素 先行 地域 の 対象 】 
伏見 エリ ア を 中 心 と し た ① 文 化 遺 産 群 、② 商 店 街 エ リア 等 を 対象 と する 。 
【 主 な エネ ルギー 需要 家 】 
文化 遺産 群 15 箇所 ※2030 年 まで に 100 箇所 へ 拡大 
伏見 エリ ア : 伏見 稲荷 大 社 、 藤 森 神社 、 真 宗 大 谷 派 ( 東 本 願 寺 ) 伏見 6 寺院 
(伏見 別院 、 浄 徳 寺 、 光 啓 寺 、 専 念 寺 、 善 通 寺 、 受 泉 寺 ) 、 
総本山 醍醐 寺 、 妙 福 寺 、 大 黒 寺 
・ 市 域 波及 : 王 生 寺 、 法 然 院 、 北 野天 満 宮 、 京 都 御苑 
商店 街 エ リア 3 商店 街 ※2030 年 まで に 全 加 盟 店 の 187 店 舗 へ 拡大 
(伏見 大 手筋 商店 街 、 納 屋 町 商店 街 、 竜 馬 通 り 商店 街 ) 
住宅 群 ・ エ リア 既存 住宅 群 100 戸 
市 有 地 活用 型 脱 炭素 街区 エリ ア 414 戸 
伏見 工業 高校 等 跡地 エリ ア (400 戸 ) 
三宅 市 営 住宅 跡地 エリ ア (14 戸 ) 
別 -〉 人 本 藤 店 65 施設 
(龍谷 大 学 深草 キャ ン パ ス (28 施設 ) 、 立 命 館 大 学 市 内 キャ ン パ ス (36 施設 ) 
京 エ コロ ジー セン ター (1 施設 ) ) 


【 取 組 の 全体 像 】 
歴史 の 古い 京都 の 文化 遺産 ・ 商 店 街 と いっ た 地域 コミ ュ ニ ティ の 拠点 を 脱 炭 素 転換 する こと を 通じ 
て 、 訪 れ て よし 、 商 つて よし 、 住 ん で よし の サス テ ナ ブ ル な に ぎわ い を 生み 出す 。 


【 民 生 部 門 電力 の 脱 炭 素 化 に 関す る 主 な 取組 】 
① 文化 遺産 の 脱 炭 素 
駐車 場 や 敷地 内 の 施設 な ど 設 備 導 入 が 可能 な 箇所 を 工夫 し て 太陽 光 発 電設 備 (2, 038kW) ・ 

電池 の 導入 、 機 器 を 省エネ 改修 し 、 加え て 再 エネ 調達 に よっ て 、 文 化 遺 産 100 pi 
換 を 目指 す 。 地 域 の 象徴 と し て 、 コ ミュ ニテ ィ の 心 の 拠り 所 で ある 寺社 に 太陽 光 発 電設 備 ・ 蓄 
電池 を 導入 する こと で 、 地 域 防 災 力 の 向上 に も つなげ る 。 ま た 、 各 宗派 の 本 山 が 集積 する 京都 
の 地の利 を 生か し 、 寺 社 の 脱 炭 素 転 換 モ デル を 伏見 エリ ア か ら 市 内 全域 へ 、 京 都市 か ら 全 国 へ 
波及 する 取組 に も 同時 に 着手 する 。 


文化 遺産 名 特徴 
本 ・ 稲荷 神社 の 総 本 宮 
伏見 稲荷 大 社 . 全国 約 32.000 社 
a ・ 西暦 203 年 創建 (弥生 時 代 ) 
芯 森 神社 皇室 と ゆか り の 深い 古寺 
・ 真言 宗 醍醐 派 の 総本山 
総本山 醍醐 寺 ・ 全 国 約 800 寺院 
・ 門 徒 数 約 35 万 人 
・ 真宗 大 谷 派 の 
MP 真宗 大 谷 派 6 寺院) | 、 mts 40 9 
PRIN TH ・ 伏 見 エリ ア 6 寺院 参画 
・ 天満 宮 ・ 天 神社 の 総 本 社 
北野 天満 宮 . 全国 約 12 000 社 
・ 律宗 の 大 本 山 
王 生 寺 . 清水 寺 や 東寺 等 洛陽 三 十 三 所 観音 
霊場 の ー つ 


② 商店 街 の 脱 炭素 
全長 約 560m の ソー ラー アー ケー ド の 整備 や 店 舗 へ の 太陽 光 発 電設 備 (567kW) ・ 蓄 電池 の 導 
入 、 省 エネ 改修 、 再 エネ 調達 に よっ て 全 187 店 舗 の 脱 炭 素 転 換 を 目指 す 。 併 せ て 、 脱 炭素 を テ 


ー マ に 商 っ て よし の 実践 、 ナ ッ ジ を 活用 し た 消費 行動 の 脱 炭 素 転換 に つなが る 取組 を 実施 す 
る 。 


③ 住ま い の 脱 炭素 
【 既 存 住宅 群 】 
地元 工務 店 (京都 らし い 省エネ 住宅 事業 登録 事業 者 )、 一 般 社団 法人 優良 スト ッ ク 住 宅 推進 


協議 会 (大 手 ハ ウス メー カー10 社 で 構成 ) * と 業務 連携 し て 、 既 存 住宅 の リフ ォ ー ム 需要 の 掘 
り 起 こし と 合わ せ た ZEH レベ ル 化 改修 を 促進 する スキ ー ム を 構築 する 。 居 室 等 の 部 分 改修 も 含 


め 、 改 修 部 分 の 省エネ 性 能 ZEH レベ ル 化 を 促進 し 、 既 存 住宅 100 戸 の ZEH 化 を 目指 す (太陽 光 
発電 設備 450kW) 。 


※ 協議 会 加盟 の ハウ ス メ ー カ ー 各 社 で は 、 優 良 な 既存 住宅 を 社会 の 共有 資産 と し て 住み 継ぐ 
た め の 仕 組み と し て 、 住 宅 履歴 デー タベース を 保有 し 、 建 築 後 50 年 以上 の 長期 点検 制度 ・ 
メン テ ナ ン ス プロ グラ ム に 基づく 点検 ・ 修 繕 を 実施 し て お り 、 そ の 中 で 住宅 購入 者 に 適切 な 
改修 提案 を し て いく こと が 可能 。 


(旭化成 ホー ムズ 、 住 友 林業 、 積 水 化学 工業 、 積 水 ハ ウス 、 大 和 ハ ウス 工業 、 
ド ヨ タ ホー ム 、 パ ナ ソ ニッ ク ホ ー ム ズ 、 ミサ ワ ホ ー ム 、 三井 ホー ム 、 ヤ マダ ホー ムズ ) 


【 市 有 地 活用 型 脱 炭 素 街区 エリ ア 】 

伏見 工業 高校 跡地 等 に お いて 新た に 次 世代 ZEH 十 街区 を 形成 し 、 太 陽光 発電 設備 (1.330kW) 
及び 蓄電 池 並 びに 攻 電 池 制御 の エネ ルギー マネ ジメント シス テム に よっ て 自家 消費 を 最大 化 
する 。 ピ ー ク カッ ト に よる コス ト 低 減 、 再 エネ 利用 の 経済 的 イン セン ティ ブ を 創出 する こと 
で 、 住 宅 に お ける 再 エ ネ 最 大 利用 を モデ ル 化 する 。 ま た 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 活性 化 に 不可 
欠 な 子育て 世代 の 定住 を 促進 し 、 脱 炭素 ライ フス タイ ル を 実践 する 。 


ぐ 脱 炭素 転換 を 支え る 基盤 的 取組 > 
④ 京都 広域 吾 エ ネグリ ッ ド 協議 会 

脱 炭 素 先行 地域 の 電力 需要 家 へ 安定 的 に 再 エ ネ 供 給 を 行う た め 、 発 電 事 業者 ・ 小 売 電気 事業 
者 (地域 新 電力 ) と 新た に 協議 会 を 設置 する 。 本 協議 会 の 取組 と し て 、 市 遊休 地 を 活用 し て 、 
地域 貢献 理 で 、 オ フサ イト の 再 エ ネ 電 源 を 開発 (大 陽光 発電 設備 2, 600kW) する と と も に 、 脱 
炭素 先行 地域 の 電力 需要 家 間 で の 余剰 電力 の 融通 、 デ マン ドレ スポ ンス 等 で 需給 調整 し な が 
ら 、 再 エネ の 地産 地 消 を 進め る 。 ま た 、 電 力 需要 家 が 支払 っ た 電気 代 の 一 部 を 地域 本 元 す る こ 
と に より 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 拠 点 (文化 遺産 、 商 店 街 ) で の 人 々 の つなが り を 活性 化 さ せる 活 
動 を 支援 する 。 


⑤ グリ ー ン 人 材 育成 及び 同 拠点 の 脱 炭 素 

学術 研究 を 行い 人 的 資源 が 豊富 な 「 大 学 」、 地 域 で の 環境 保全 に 資す る 人 材 育成 等 を 行う 

「 京 都市 環境 保全 活動 推進 協会 」、 脱 炭素 ライ フス タイ ル の 転換 を 目指 す 「 京 信 ミ ー テ ィ ン 
グ 」 が 連携 し 、 先 行 地 域 を フィ ー ル ド と し た ロー カル グリ ー ン 人 材 育 成 に 取り 組む 。 併 せ て 、 
グリ ー ン 人 材 育成 の 拠点 で ある 大 学 や 環境 学習 施設 を 、 太 陽光 発電 設備 (1, 209kW)・ 蓄 電池 の 
導入 、 省 エネ 改修 、 再 エネ 調達 に より 脱 炭 素 転換 する 。 


⑥ ロー カル ・ グ リー ン イ ン パ クト ファ イナ ンス 
金融 機関 、 機 関 投資 家 、 市 民 が と も に 資金 の 担い 手 と な る 脱 炭 素 フ ァ ン ド を 組成 。 自 治 体 負 
担 の な い 持 続 可能 な 形 で 地域 脱 炭 素 の 実現 と 地域 課題 の 解決 に 貢献 し 、 ロ ー カ ル グ ッ ド な 波及 
効果 を 相乗 的 に 生み 出す 、 ロ ー カ ル ・ グ リー ン イ ン パ クト ファ イナ ンス の 仕組 み の モ デル を 構 
築 する 。 


文化 遺産 群 


施設 数 15 箇 所 一 2030 年 100 箇 所 | 》 


电力 需要 量 10.6GWh 
新規 再 エ ネ 設 備 2.0MW 


a 
TN 
ンー mA 


く 伏 見 エリ ア > 
伏見 稲荷 大 社 、 藤 森 神社 
総本山 醍醐 寺 
真宗 大 谷 派 伏見 地区 寺院 
( 東 本 願 寺 伏見 別院 、 浄 徳 寺 
受 泉 寺 ) 
妙 福 寺 、 大 黒 寺 


北野 天満 宮 


法然 院 
京都 御苑 


2 
ジー 


外 全 全 / /京都 让 広域 再 エネ グリ ッ ド ヽ 
ンー “过 国 し 協議 会 で エネ ルキ ギー 管理 ) 

> 2 Ne: に 4 1 7 、 六 を 一 元 化 区 

リー .. 地引 

PH 本 1 住宅 群 ・ エ リア 

/ > 上 誠 | ・ 氏 邊 住宅 市 内 各所 100 戸 

が 及 - $ 市 有 地 活用 型 脱 炭 素 街区 エリ ア 
:市域 | ・ 伏 見 工業 高校 等 跡地 エリ ア 400 戸 


電力 需要 量 3.0GWh 


\、 新規 再 エ ネ 設備 1.8MW 


伏見 商店 街 エ リア 


施設 数 3 商店 街 ・187 全 加盟 店 


EC 店 街 、 納 屋 町 商店 街 、 三 生生 店 街 
ー ケ ー ド 全長 560m 


電力 需要 量 3.6GWh 
新規 再 エ ネ 設 備 0.6MW 


【 民 生 部 門 電力 以外 の 脱 炭 素 化 に 関す る 主 な 取組 】 
⑦ 移動 の 脱 炭素 
タク シー の EV 転換 (738 台 ) 


オフ サイ ト 再 エネ メガ ソー ラー2.6MW 


| グリ ー ン 人 材 育成 拠点 群 | 
施設 数 65 施 設 

・ 龍 谷 大 学 深草 キャ ン パ ス 28 施 設 
・ 立 命 館 大 学 衣笠 ・ 朱 雀 キ ャ ン パ ス 
36 施 設 

・ 京 エコ ロジ ー セ ンタ ー 


電力 需要 量 19.8GWh 
新規 再 エ ネ 設 備 1.2MW 


点 在 する 文化 遺産 を 巡る モビ リティ と し て 、 タ クシ ー (738 台 ) を EV 転換 する 。 脱 炭素 転 
換 し た 寺社 を EV タクシー で 巡る 修学 旅行 生 向け 学習 ツア ー を 、 旅 行 代 理 店 ・ 大 学生 が 企 
画 。 ゼ ロカ ー ボ ン 修 学 旅行 と し て 商品 化す る と と も に 、 修 学 旅行 生 が 暮らす 地域 へ 脱 誠 素 体 
験 を 持ち 帰っ て 広げ る 波及 効果 を 生み 出す 。 

伏見 稲荷 駅 の ゼロ カー ボン ステ ーション 化 

脱 炭 素 転換 する 伏見 稲荷 大 社 や 伏見 工業 高校 等 跡地 に お ける 新た な 脱 炭 素 街区 エリ ア の 最 
寄り 駅 で ある 伏見 稲荷 駅 に 、 太 陽光 発電 設備 を 最大 導入 (105kW) する と と も に 、 不 足 分 を 
再 エ ネ 調達 し 、 駅 舎 ま る ご と ゼロ カー ボン 化す る 。 


【 取 組 に より 期待 され る 主 な 効果 】 

地域 コミ ュ ニ ティ の 拠点 (文化 遺産 、 商 店 街 ) の 脱 炭 素 化 

地域 コミ ュ ニ ティ の 拠点 を つなぐ 交通 手段 の 脱 炭 素 化 
地域 コミ ュ ニ ティ の 活性 化 

(地域 コミ ュ ニ ティ の 拠点 で ある 寺社 や 商店 街 に お ける 人 々 の つなが り 強 化 ) 
地域 コミ ュ ニ ティ の 防災 レジ リエ ンス の 向上 

環境 先進 エリ ア と し て の 魅力 の 創出 

⑥ ロー カル グリ ー ン 人 材 の 育成 


OD @@@ 


【 ス ケ ジ ュ ー ル 】 


2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 
年 度 | 年 度 | 年 度 | 年 度 | 年 度 | 年 度 | 年 度 | 年 度 | 年 度 
文化 遺産 EE EE ALE ET A 
EE EE EE EE 
商店 竺 商店 街 の 太陽 光 発 電 ・ 蓄 電池 ・ 省 エネ 機器 の 導入 
商店 街 の 再 エネ 電力 調達 
既存 住宅 の ZEH レベ ル 化 
住ま い = 


次 世代 ZEH 十 街区 の 形成 


グリ ー ン 人 材 育 成 (消費 行動 脱 炭 素 転換 、 省 エネ 行動 ・ コ ミュ ニテ ィ デ ザイ ン 等 ) 
グリ ー ン 人 材 育成 拠点 の 脱 炭 素 転換 


市 内 オフ サイ ト 電 源 開 発 
(交付 金 に 頼ら な い 形 ) 


再 エネ 電力 供給 & 電 力量 に 応じ た 寄付 


ロー カル ・ グ リー ン イ ン パ クト ファ イナ ンス 


(金融 機関 と 支援 体制 構築 、 市 民 出 資 型 ファ ンド 形成 ) 
(イン パク ト 評 価 モデ ル 構 築 、 イ ン パ クト ファ イナ ンス 実施 ) 


クシ ー の EV 化 ・ 脱 炭素 体験 型 の 修学 旅行 


脱 炭 素 事業 実施 及び 計画 の 進捗 管理 


脱 炭素 先行 地域 推進 
コン ソー シア ム 発 足 


2.2 対象 と する 地域 の 位置 ・ 範 囲 


【 対 象 地域 の 位置 ・ 範 囲 】 

市 南部 に 位置 する 「 伏 見 エリ ア 」 を 中 心 と する ① 京 都 の 文化 遺産 群 、 ② 商 店 街 エ リア 、 ③ 住 宅 
群 ・ エ リア 、④ グ リー ン 人 材 育成 拠点 群 を 対象 と する 。 京都 広域 吾 エ ネグリ ッ ド 協議 会 に よっ 
て 、 エ ネル ギー 管理 を 一 元 化す る 。 


1 文化 遺産 群 , ee 
施設 数 15 箇 所 一 2030 年 100 箇 所 


京都 広 SA ™ 


ES SS 四 協議 会 で エネ ルギー 管理 / 
電力 需要 量 10.6GWh 新規 用 エネ 設備 2.0MW で を 一 元 化  _- ピン 
< 伏見 エリ ア > < 市 内 波及 > -〒 ロ リア 
伏見 稲荷 大 社 、② 評 森 神社 ⑮ 王 生 寺 Wp © 住宅 群 ・ エ リ 7 
③ 給 本 山本 @@ 法 然 院 和 
真宗 大 谷 派 伏見 地区 寺院 北野 天満 宮 OE 
・(@ 東 本 願 寺 伏見 別院 、 四 京都 御苑 人 
$ 兆 徳 寺 、⑥ 光 啓 寺 、 1⑪ 伏 見 工業 高校 跡地 等 エリ ア 400 戸 
専念 寺 、⑧ 善 通 寺 、 ⑨ 受 泉 寺 ) 2 三宅 市 営 住宅 跡地 エリ ア 14 戸 
加 妙 福村 、 四 大 黑 寺 電力 需要 星 3.0GWh 
新規 再 エ ネ 設備 1.8MW 
2) 伏見 商店 街 エ リア 一 ④ グリ ー ン 人 材 
レー ィ 
育成 拠点 群 


Pi 納屋 町 商店 街 、 竜馬 通り 商店 街 
アー ケー ド 全 長 56 


電力 需要 量 3.6GWh 
新規 再 エ ネ 設備 0.6MW 


1 ee 深 キヤ ンス 28 施設 & 
②③ 立命 館 大 学 衣笠 ・ 朱 雀 キ ャ ン バ ス 36 施 设 
④ 京 エコ ロジ ー セ ンタ ー 1 施設 


电力 需要 量 19.8GWh 


一 新規 再 エネ 設備 1.2MW 
オフ サイ ト 再 エネ メガ ソー ラー 2.6MW 
【 対 象 地域 の 特徴 】 


伏見 エリ ア は 市 内 で 最も 古い 市 街 地 の 一 つ で あり 、 近 世に お いて は 、 豊 臣 秀 吉 に より 城下 町 が 
形成 され 、 そ の 後 も 参勤 交代 の 宿場 町 、 物 流 拠点 の 港町 等 と し て 発展 する と と も に 、 現 代 に いた 
る まで も 寺社 や 商店 街 と いっ た 地域 コミ ュ ニ ティ と と も に 地域 力 が 形成 され て きた 。 ま た 、CO 
P 3 を 記念 し て 開館 し た 京 エ コロ ジー セン ター を は じ め と する 環境 関連 施設 が 集積 する な ど 、 四 
半 世 紀 に わた っ て 環境 保全 に 取り 組み 、 循 環 型 社会 の 要 を 担い 、 環 境 共 生 ・ 低 炭素 社会 の 鬼 を め 
ざし て きた 地域 で ある 。 


【 地 域 課 題 と の 関係 性 等 、 設 定 し た 理由 】 

伏見 エリ ア は 市 内 で 最も 人 口 の 減少 数 が 大 きく “※、 地 域 力 の 維持 ・ 向 上 と いう 地域 課題 に 直面 し 
て いる 地域 で ある 。 特 に 、 文 化 遺 産 は 、 コ ミュ ニテ ィ の 核 で ある と と も に 、 交 流 人 口 を 生む 京都 
の 強み で ある が 、 コ ミュ ニテ ィ の 希薄 化 等 の 社会 状況 の 変化 に 伴い 、 維 持 ・ 継 承 し て いく 困難 さ 
が 生じ て いる 。 こ れ ら を いち 早く 脱 炭 素 転換 し サス テ ナ ブ ル な 賑わい を 生み 出し 、 環 境 先進 エリ 
ア と し て の 新た な 魅力 を 創出 する こと で 、 京 都 を 象徴 する 取組 に な り 得る と と も に 、 他 地域 へ の 
波及 効果 を 大 き な も の と し て いく 。 


※ 国勢 調査 (平成 27 年 、 令 和 2 年 ) の 結果 か ら 、 伏 見 エリ ア の 人 口 減少 数 は 2, 797 人 で ある 
(行政 区 平均 は 1, 041 人 減少 ) 。 


対象 提案 地方 公共 団体 内 全域 | (参考 ) 提案 地方 公共 団体 内 全 
に 対す る 割合 域 の 数 値 

エリ ア 規 模 2.93 km 0.35% 827.83 km 

需 | 文化 遺産 100 件 4. 18%6 2, 395 件 

商店 竺 3 箇所 3.57% 84 箇所 

数 | 住ま い 514 戸 0.06% 821, 000 戸 
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グリ ー ン 人 
時 3 件 7. 50% 40 件 
民生 部 門 の 36, 898, 440 6, 231, 514, 000 
电力 需要 量 kWh/ 年 kWh/ 年 
具体 的 に は 以下 の 地図 の と お り 。 (背景 図 の 出典 : 国土 地理 院 「 全 国 最新 写真 (シー ムレ ス )」) 
な お 、 具 体 的 な 太陽 光 発 電設 備 の 設置 場所 等 は 、 今 後 、 詳 細 調 査 を 踏ま え 決定 し て いく こと に 
な る た め 、① 文 化 遺 産 群 、② 商 店 街 エ リア 及び ⑤ オ フサ イト 再 エ ネ 電 源 は 非 公開 。 
凡例 先行 地域 エリ ア 較 還 思 太 陽光 発電 ピー 建物 配線 
① 文 化 遺 産 群 
伏見 稲荷 大 社 


由 
ト 上 に ーー 
dn wT 


3 に 


Ja 


が | 后 


ET 1 


真宗 大 る 


派 専念 寺 


= 
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総 
he 


* 


京都 御苑 


Mi 人 让 


1 


③ 住 宅 群 ・ エ リア 
RA 


I 


= エリ ア 内 の 電 胃 
ーー ニョ ee 本， 更 力 需要 2 396 200kIh/ 年 


已 エリ ア 内 の 電力 需要 家 
SN ヵ 策 要 78.372kWh/ 年 


f Ta | 


太陽 光 発 電 
= 戸建て 640kW 
集合 住宅 420kW 
業務 ビル 200kW | 


補間 レイ アウ トト は イニ ジ 
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(④ グ リー ン 人 材 育 成 拠点 群 
龙 谷 大 学 きい ン パ ス ) 立命 館 大 学 ( 家 答 キャンパ ス ・ 朱 雀 キャ ン パ ス ) 


⑤ オ フサ イト 再 エ ネ 電 源 
※ 周 辺 環境 や 近隣 へ の 影響 及び 系 統 接続 の 検討 結果 に 応じ て 公表 予定 。 
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2.3 脱 炭 素 先行 地域 の 再 エ ネ ポ テン シャ ル の 状況 


1) 再 エネ 敗 存 量 を 踏ま えた 再 エ ネ 導 入 可 能 量 


再 エ ネ | 地方 公共 団体 内 調査 状況 考慮 すべ き 事項 ② 除外 後 の 
種別 | 導入 可能 量 ① (その 手法 ) (経済 合理 性 ・ 支 障 の 有無 | 導入 可能 量 
等 ) (OO-O) 
太陽 光 3.562,000 画 済 (REPOS) | 自然 公園 区 域内 の 開発 を 除外 3, 533, 000 
発電 (kW | ロー 部 済 ( 。 ) | し た 。 (kW 
除外 量 : 29.000(kW 
風力 発電 755,000| 画 済 (REPOS) | 自然 公園 区 域内 の 開発 を 除外 334, 000 
(KW | ロー 部 済 ( ) | し た 。 (kW 
除外 量 : 421.000 (kW 
中 小 水力 3.000| 画 済 ) (REPOS、 市 | 市 独自 調査 に より 経済 合理 性 35.5 
発電 (kW | 独自 調査 等 か ら 追 加 設置 が 困難 と の 結 (kW) 
ロー 部 済 ( 。 ) | 果 が 出 て お り 、 現 在 工事 中 以 
外 を 除外 し た 。 
除外 量 : 2.964.5 (kW) 
地熱 発電 0| 画 済 。 (REPOS) 0 
(kW | ロー 部 済 (  ) 除外 量 : 0 (kW) (kW 
合計 4.320.000| 還 済 (  ) 3.867.035.5 
(kW) | ロー 部 済 (  ) 除外 量 : 452.964.5 (kW) (kW 
【 太 陽光 発電 】 


REP0S で の 調査 の 結果 、 導 入 可能 量 は 3, 562, 000kW で ある 。 さ ら に 、REPOS の 促進 区 域 検討 支援 
ツー ル を 用 いて 、 温 暖 化 対策 推進 法 に 基づく 促進 区 域 の 設定 に お ける 「 考 慮 が 必要 な 区 域 」 の うち 
地上 設置 場所 と し て 積極 的 な 設置 が 考え られ な い 自 然 公園 区 域 (国定 公園 、 第 2 種 特別 地域 普通 
地域 ) の 導入 ポテ ン シ ャ ル 29, 000kW を 除い た 導入 可能 量 は 、 市 域 全 体 で 3. 533.000kW と な っ た 。 


【 風 力 発電 】 

REP0S で の 調査 の 結果 、 導 入 可能 量 は 755, 000kW で ある が 、 導 入 可能 量 の 大 部 分 が 北部 の 山間 エ 
リア と な っ て お り 、 自 然 公園 区 域 や 保安 林内 に 該当 し て いる 。 太 陽光 発電 (土地 系 ) と 同様 に 一 律 
に 自然 公園 区 域 (国定 公園 、 第 2 種 特別 地域 普通 地域 ) を 除外 エリ ア と し 、421, 000kW を 除い た 
導入 可能 量 は 、 市 域 全 体 で 334, 000kW と な っ た 。 


【 中 小 水力 発電 】 

REP0S で の 調査 の 結果 で は 、 導 入 可能 量 は 3, 000kW で ある 。 し か し 、 本 市 に お いて 、 平 成 22 年 
度 に 「 小 水力 等 の 再生 可能 エネ ルギー の 利用 可能 量 調査 」 を 実施 し 、 市 内 山地 を 流れ る 河川 は 流量 
が 少な く 、 平 野 部 は 標高 差 が 小さ いこ と か ら 、 水 力 の 利用 可能 性 が 低い こと が 明らか と な っ て い 
る 。 ま た 、 平 成 23 年 度 に 実施 し た 「 小 水力 発電 導入 可能 性 調査 」 に お いて は 、 設 置 費用 を 賭 う だ 
け の 収益 を 上 げ る こと が で きる 候補 地 が な いと いう 結果 で ある こと か ら 、 現 在 設置 工事 中 の 
35. 5kW を 導入 可能 量 と する 。 
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(2) 新規 の 再 エネ 発電 設備 の 導入 予定 


【 太 陽光 発電 
1 本 オン サイ ト ・| 设置 二 | 設備 能力 | 発電 量 | 。 FS 調査 等 | 合意 形成 
設置 場所 设置 者 ナラ フサ イト | 方 法 | 数量 | (kW) | (kWh/ 年 ) | 壮 入 時 期 | 実施 状況 | 状況 
施設 所 有 
、 屋根 置き / 
@@O 文 化 遗产 人 駐車 場 等 | 计 98 件 2.038| 2.364.080 
8 で 検討 中 
検討 中 
伏見 稲荷 大 社 1 R5 こ 9 調査 中 | 合意 済み 
藤森 神社 1 R5 こ 9 調査 中 | 合意 済み 
真宗 大 谷 派 伏 見 別院 1 R5<9 調査 中 合意 済み 
真宗 大 谷 派 浄 徳 寺 1 R5 こ 9 調査 中 | 合意 済み 
真宗 大 谷 派 光 刻 寺 1 R5 こ 9 調査 中 | 合意 済み 
真宗 大 谷 派 理念 寺 1 R5 こ 9 調査 中 | 合意 済み 
真 索 天 谷 派 蔷 通 寺 1 R5 こ 9 調査 中 | 合意 済み 
真宗 大 谷 派 受 泉 寺 1 R5 こ 9 調査 中 | 合意 済み 
妙 福 寺 1 R5 こ 9 調査 中 | 合意 済み 
大 黒 寺 1 R5 こ 9 調査 中 | 合意 済み 
王 生 寺 1 R5 こ 9 調査 中 | 合意 済み 
法然 院 1 R5 こ 9 調査 中 | 合意 済み 
北野 天満 宮 1 R5 こ 9 調査 中 | 合意 済み 
85 箇所 85 R5 こ 9 調整 中 未 実施 
施設 所 有 
還 者 又は PPA| オン サイ ト | 屋根 置き 
外 商店 竺 事業 者 で | で 検討 中 | で 検討 中 9 9 人 60 
検討 中 
伏見 大 手筋 商店 
AN R5 | 実施 調査 済み | 合意 済み 
加盟 店 R5 こ 9 調査 中 | 一 部 合意 
③ 住 まい 計 216 件 1.780| 2.064.800 
既存 住宅 個人 | オン サイ ト | 屋根 置き | 100 450| 522000| R6-9 調整 中 未 実施 
Ne 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き | 102 1.260| 1.461.600| “て 9 | 実施 調査 済み | 合意 済み 
三宅 市 営 住宅 跡地 | 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き | 14 70 81.200| "R5 | 実施 調査 済み | 合意 済み 
(④ グリーン 人 材 育 成 拠点 計 17 件 1.209| 1.402.440 
0 龍谷 大 学 | オン サイ ト | 屋根 置き | 5 616| 714.560| R5<6 | 実施 調査 済み | 合意 済み 
i 立命 館 | オン サイ ト | 屋根 置き | 11 560| 649.600| R5 こ 9 | 実施 調査 済み | 合意 済み 
ンー | | オン サイ ト | 屋根 置き | 1 33| 38.280|  R6 | 実施 調査 済み | 合意 済み 
人 計 1 件 2.600| 3.016.000 
合計 8194| 9.505.040 


① 文化 遺産 

(FS 調査 等 実施 状況 ) 

実地 調査 (簡易 ) に お いて 、 屋 根 形状 、 周 辺 環 境 か ら 、 太 陽光 発電 設備 の 導入 可能 性 に つい て 確 
認 。 合 意 済み の 13 件 の 寺社 を 含む 98 件 に 対し て 、 合 計 2.038kW の 設備 の 導入 が 可能 で ある と 推 
計 。 ま た 、 計 100 箇所 へ 実施 箇所 を 拡大 する に 当たり 、 今 後 も 継続 し て 説明 を 実施 する 予定 で あ 
る 。 
合意 形成 状況 ) 
令 和 4 年 5 月 か ら 8 月 に か け て テラ エナ ジー 株 式 会 社 と 本 市 が 協 働 し て 個別 説明 を 実施 し 、13 
寺社 か ら 合 意 を 得 て い る 。 残る 85 寺社 に つい て も 、 今 後 も 本 山 と 連携 し て 関連 寺院 に 働き 掛け る 
な ど 、 継 続 し て 働き 掛け て いく 。 
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② 商店 街 

(FS 調査 等 実施 状況 ) 
実地 調査 (簡易 ) に お いて 、 屋 根 形状 、 周 辺 環境 か ら 、 太 陽光 発電 設備 の 導入 可能 性 に つい て 確 
認 。 ア ー ケ ー ド 及び 商店 街 内 の 建物 に 対し て 、 合 計 567kW の 設備 の 導入 が 可能 で ある と 推計 。 

合意 形成 状況 ) 

令 和 4 年 6 月 か ら 7 月 に か け て 、 伏 見 大 手筋 商店 街 振興 組合 、 納 屋 町 商店 街 振興 組合 、 竜 馬 通 り 
商店 街 振 興 組 合 と の 協議 を 実施 し 、 各 組合 の 理事 会 に お いて 脱 炭 素 先行 地域 と し て の 取組 を 実施 す 
る こと の 承認 を 得 た 。 ま た 、 商 店 街 の 理事 に 対し て 実施 し た アン ケー ト 調 査 に お いて 、27 店 舗 か 
ら 取 組 を 実施 する こと の 意思 表示 を 得 て い る 。 今後 も 継続 し て 働き 掛け て いく 。 


③ 住ま い 

(FS 調査 等 実施 状況 ) 

既存 住宅 に つい て は 、 本 市 の 補助 事業 に お ける 1 戸 当たり の 設備 導入 量 実績 (平均 値 ) か ら 、 太 
陽光 発電 設備 の 導入 可能 量 を 推計 。 新 築 (市 有 地 活用 型 脱 炭素 街区 エリ ア ) に つい て は 、 市 有 地 を 
活用 し て 建設 予定 の 建物 の 戸数 や 建築 面積 等 か ら 太陽 光 発 電設 備 の 導入 可能 量 を 推計 。 

合意 形成 状況 ) 

既 築 住宅 に つい て は 、 改修 ニ ー ズ の 掘り 起 し 及び ZEH レベ ル 化 改修 を 促進 し て いく 本 市 と の 業務 
提携 に つい て 、 一 般 社団 法人 優良 スト ッ ク 住 宅 推進 協議 会 で の 承認 決議 済み で ある 。 

新築 (市 有 地 活用 型 脱 炭素 街区 エリ ア ) に つい て は 、 市 有 地 を 活用 し て 脱 炭 素 型 の 住宅 街区 を 形 
成す る 市 の 方 針 を 令 和 3 年 度 に 公表 済み で ある 。 三宅 市 営 住宅 跡地 に つい て は 、 令 和 4 年 4 月 に 、 
株 式 会 社 山中 商事 (本 社 ・ 京 都市 ) へ の 売却 を 終え て お り 、 同 社 か ら の 合意 を 得 て い る 。 


(④ グリ ー ン 人 材 育成 拠点 
(FS 調査 等 実施 状況 ) 

実地 調査 に お いて 、 屋 根 形状 、 耐 用 年 数 か ら 、 太 陽光 発電 設備 の 導入 可能 性 に つい て 確認 。17 
施設 に 対し て 、 合 計 1.209kW の 設備 の 導入 が 可能 で ある こと を 確認 。 

合意 形成 状況 ) 

「 カ ー ボ ン ニ ュー トラ ル 達 成 に 貢献 する 大 学 等 コア リ シ ョ ン 」 の 市 内 参画 大 学 に 意向 確認 を 行 
い 、 学 校 法人 龍谷 大 学 ・ 学 校 法 人 立命 館 か ら 自 ら 太 陽光 発電 設備 を 導入 する 予定 で ある こと の 確認 
を 得 て い る 。 ま た 、 公 益 財団 法人 京都 市 環境 保全 活動 推進 協会 に お いて も 合意 を 得 て い る 。 

な お 、 先 行 地域 に 選定 され な か っ た 場合 も 、 同 法人 の 自己 資金 と 他 補 助 金 を 活用 し て 太陽 光 発 電 
設備 を 導入 する 予定 で ある 。 


⑤ 京都 広域 理 エ ネグリ ッ ド 協議 会 

(FS 調査 等 実施 状況 ) 

市 遊休 地 に つい て 、 合 計 2, 600kW の 設備 の 導入 が 可能 で ある と 推計 。 

合意 形成 状況 ) 

地域 貢献 型 の 発電 事業 を 手掛け る 株 式 会 社 プ ラス ソー シャ ル と 、 同 協議 会 に お ける 事業 スキ ー ム 
の 詳細 検討 を 進め て いる 。 

な お 、 電 力量 料金 の 一 部 を 地域 本 元 する 地域 貢献 型 の 再 エネ 供給 の 実施 に つい て 、 テ ラ エ ナジ ー 
株 式 会 社 と 協議 を 進め て いる 。 


【 木 質 バ イオ マス 発電 】 
| | オン サイ ト ・ 設備 能力 発電 量 FS 調査 等 実施 | 合意 形成 
発電 方 式 | 設置 場所 | 設置 者 数 量 導入 時 期 明 
オフ サイ ト (kW (kWh/ 年 ) 状況 状況 
バイ 
上 調整 中 | 調整 中 調整 中 1 箇所 40 312.000| R7<9 調査 中 合意 済み 
マス 発電 
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(3) 活用 可能 な 既存 の 再 エ ネ 


電設 備 の 状況 


利 活用 可能 な 既存 の 再 エ ネ 発 電設 備 は 、 太 陽光 発電 で ある 。 そ の 詳細 は 、 以 下 の 表 の と お り 。 


【 太 陽光 発電 】 
既存 の 再 エ ネ 発 電設 備 の 状況 
」 1 - 設備 能力 | 発電 量 供給 方 法 
设置 方法 | ”设置 场 量 | 設置 者 | 導入 時 期 | 電源 
及 置 方 法 及 置 场所 数量 有 & 置 者 (kW) (kWh/ 年 ) 導入 時 期 電源 (供给 主体 ) 
i 伏見 大 手筋 オン サイ ト 
置 店 待 箇 電源 四 
屋根 置き | 商店 街 | 1 人 箇所 | ーー 23| 26.680 H27 | FT 電源 | Ca 
龍谷 大 学 _ オン サイ ト 
置き | “ 1 箇 龍谷 大 62| 56.696| H27 FIT 電源 网 
屋根 置き | ーー 箇所 | 。 龙 谷 非 FIT 電源 | ua 
龙 谷 大 学 | オン サイ ト 
置 1 箇所 | 能 谷 56| 64.380| H24 FIT 電源 
屋根 置き (22 号館 ) 箇所 龍谷 大 非 電源 自家 消費 
龍谷 大 学 オン サイ ト 
屋根 置き | ”.、 1 箇所 | 龍谷 大 10 9.642| R2 EFIT 電源 SS 
根 置 考 | (成 就 馆 ) | 四 9 た 自家 消費 
龍谷 大 学 _ オン サイ ト 
屋根 置き | 1 箇所 | 龍谷 大 4 3.933| H28 FFIT 電源 人 
本 谷 非 FIT 电源 | 自家 消費 
屋根 置き | 印南 町 有 地 | 1 箇所 te 1.200| 1.232.432| H25 | FIT 電 源 | オフ サイ ト 
屋根 置き | "|1 箇 所 | の 8 600| 616.216| H25 | FIT 電 源 | オフ サイ ト 
ル 所 有 地 SOCIAL 
立 へ ーー 
屋根 置き | 理 合 大 学生 所 | PLUS 50| 51.352| H25 | FIT 電 源 | オフ サイ ト 
(2 号館 ) SOCIAL 
PLUS 
屋根 置き | 鈴鹿 市 市 有 地 | 1 箇所 ww 3 833| 4 446.280| H28 | FIT 電 源 | オフ サイ ト 
ロー 
” “| 洲 本 市 市 有 地 | 1 箇所 is 1.705| 1.977.800| H29 | FIT 電源 | オフ サイ ト 
屋根 置き | 立命 館 大 学 | 2 箇所 | 立命 第 7| 8.201| H27-28 | 非 FIT 電源] イー フイ ト 
自家 消費 
合計 | 7.550|8.493.612 
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2.4 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 の 実質 ゼロ の 取組 


(1) 実施 する 取組 の 具体 的 内 容 


【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計算 結果 】 


民生 部 门 D 电 力 需 要 量 再 エ ネ 等 の 電力 供給 量 省エネ に よる 電力 削減 量 
(00%) (92%) (89%) 

36, 898, 440 = | 34, 040, 324 十 | 2.858,116 
(kWh/ 年 ) (kWh/ 年 ) (kWh/ 年 ) 


6, 231, 514, 000 (kWh/ 年 ) 


先行 地域 の 上 記 に 占め る 割合 
0.59 (96) 


【 取 組 の 全体 像 】 

本 計画 に お ける 民生 部 門 の 電力 需要 量 は 36, 898, 440kWh/ 年 で あり 、 そ の うち 、34, 040, 324kWh/ 
年 の 再 エ ネ 等 の 電力 供給 、2, 858, 116kWh/ 年 の 省エネ に よる 電力 削減 に 取り 組み 、 実 質 ゼ ロ と す 
る 。 

各 対 象 施設 に 、PPA も 活用 し な が ら 太 陽光 発電 設備 及び 蓄電 池 を 導入 し 、 自 家 消費 を 最大 化す 
る 。 ま た 、 京 都 広域 再 エ ネグリ ッ ド 協議 会 を 介し て 、 a Ne 
融通 し 、 再 エネ の 地産 地 消 を 進め る 。 さ ら に 、 市 域内 に オフ サイ ト の 太陽 光 発 電設 備 を 導入 し 、 

定 的 な 再 エ ネ 供 給 源 を 確保 する 。 


① 文化 遺産 の 脱 炭 素 
敷地 内 の 寺社 関連 施設 (駐車 場 、 幼 稚 園 等 ) に 太陽 光 発 電設 備 と 蓄電 池 を 最大 導入 し 、 自 家 消 
費 を 最大 化す る と と も に 、 照 明 等 を 省エネ 機器 に 改修 する 。 不 足 分 は 、 京 都 広 域 再 エネ グリ ッ ド 
協議 会 が 新た に 提供 する 再 エ ネ 電 力 100% メ ニュ ー を 調達 する 。 
な お 、 歴 史 的 景観 を 構成 する 重要 な 寺社 で ある が 、 本 市 で は 新 景観 政策 に 基づき 「 太 陽光 パ 
ネル の 景観 に 関す る 運用 基準 」 を 定め て お り 、 景 観 と 調和 し た 太陽 光 発 電設 備 の 導入 を 推進 す 
る 。 


② 商店 街 の 脱 炭素 

オン サイ ト PPA に より アー ケー ド (全長 約 560m) や 各店 舗 に 太陽 光 発 電設 備 及び 蓄電 池 を 最 
大 導入 し 、 加 盟 店 の 協力 の 下 、 自 家 消費 を 最大 化す る 。 加 えて 、 共 用 部 2 分 及び 各店 舗 に お いて 
照明 や 空 調 等 を 省エネ 機器 に 更新 する と と も に 、 不 足 分 に つい て は 京都 広域 再 エ ネグリ ッ ド 協 

議会 の 再 エ ネ 電 力 1006 メ ニュ ー を 調達 する 。 

アー ケー ド に つい て は 、 屋 上 の 点検 路 等 を 活用 し て 太陽 光 パ ネル を 設置 する も の で ある が 、 
検 路 が 避難 路 を 兼ね て いる こと 、 災 害 時 の 排 煙 の た め 屋 根 が 開閉 式 と な っ て いる こと 、 ま た 、 
採光 を 確保 する 観点 な どか ら 、 太 陽光 パネ ル の 設置 の 難易 度 は 高い が 、 工 夫 し て 最大 限 設置 す 
る 。 
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③ 住ま い の 脱 炭素 
〇 既存 住宅 
地元 工務 店 (京都 らし い 省エネ 住宅 事業 登録 事業 者 ) 、 一 般 社団 法人 優良 スト ッ ク 住 宅 推進 
協議 会 (大 手 ハ ウス メー カー10 社 で 構成 ) と 業務 連携 し て 、 既 存 住宅 の リフ ォ ー ム 香 要 を 掘 
り 起 し 、 部 分 改修 を 含む ZEH レベ ル 化 改修 を 促進 する 枠組 み を 構築 する 。 


を る 既存 住宅 の Z EH レ ベル 化 


優良 スト ッ ク 住 宅 推進 協議 会 _ ぐ ② 
スケ ルト ン リ フォ ー ム する 機会 を 捉え た (大 手 / Of SumStock | と 連携 


ZEH 化 了 MM 京都 らし い 省エネ 住宅 事業 登録 工務 店 


部 分 改修 に より ZEH-Oriented 化 
居室 等 の 部 分 改修 も 含め 、 改 修 部 分 の 


・ 改 修 ニ ー ズ BD こ ご し 、 住 宅 バ 高 
省エネ 性 能 ZEH レ ベリ ル 化 改修 ニー ズ を 掘り 起こ し 、 住 宅 を ZEH レ ベル の 高い 


省エネ 性 能 へ 改修 する よう 所 有 者 に 働き か け 
・ 交 付 金 を 活用 し た 補助 制度 を 創設 し て 促進 する 予定 


特に 、 協 議会 加 映 の ハウ ス メ ー カ ー 各 社 で は 、 優 良 な 既存 住宅 を 社会 の 共有 資産 と し て 住み 
継ぐ た め の 仕 組み と し て 、 住 宅 履 歴 デ ー タ ベー ス を 保有 し 、 建 築 後 50 年 以上 の 長期 点検 制 
度 ・ メ ン テ ナ ンス ブ プログ ラム に 基づく 点検 ・ 修 繕 を 実施 し て お り 、 そ の 中 で 住宅 購入 者 に 適切 
な 改修 提案 を し て いく こと が 可能 で ある 。 

国土 交通 省 に お いて 、 省 エネ 計算 に よら ず ZEH 水準 の 省エネ 性 能 の 適合 確認 が 可能 と な る よ 
う 令 和 4 年 秋 頃 公布 予定 の 住宅 の 誘導 仕様 基準 を 踏ま え 、 居 室 等 の 部 分 改修 も 含め 、 改 修 部 分 

の 省エネ 性 能 ZEH レベ ル 化 し て いく た め の 補 助 制度 を 設け て 促進 する 。 


〇 新規 の 市 有 地 活用 型 脱 炭 素 街区 エリ ア 

伏見 工業 高校 跡地 等 に お いて 新た に 次 世代 ZEH 十 街区 を 形成 し 、PPA に より 、 各 戸 建 住宅 、 
集合 住宅 、 地 域 住民 が 集え る コミ ュ ニ ティ スペ ー ス 等 を 提供 する 業務 用 建物 に 、 太 陽光 発電 設 
備 (1, 260kW) 及び 蓄電 池 を 導入 する と と も に 、 蓄 電池 制御 の エネ ルギー マネ ジメント シス テ 
ム に よっ て 自家 消費 を 最大 化す る 。 ピ ー ク カッ ト に よる コス ト 低 減 、 再 エネ 利用 の 経済 的 イン 
セン ティ ブ を 創出 する 。 不足 分 に つい て は 、 京 都 広域 理 エ ネグリ ッ ド 協議 会 の 再 エ ネ 電 力 
100%6 メ ニュ ー を 調達 する 。 


④ 京都 広域 吾 エネ グリ ッ ド 協議 会 
脱 炭 素 先行 地域 の 電力 需要 家 へ 安定 的 に 再 エ ネ 供 給 を 行う た め 、 発 電 事 業者 ・ 小 売 電気 事業 者 
と 新た に 協議 会 を 設置 する 。 本 協議 会 の 取組 と し て 、 市 遊休 地 を 活用 し て 、 地 域 貢 献 型 で 、 オ フ 
サイ ト の 再 エ ネ 電 源 を 開発 (太陽 光 発 電設 備 2, 600kKW) し 、 そ れ を 基 に 商店 街 等 の 先行 地域 の 電 
力 需要 家 に 再 エ ネ 100% 寺 カメ ニュ ー を 供給 する 。 加 えて 、 電 力 需 要 家 間 で の 余剰 電力 の 融通 や 
需給 調整 、 ダ イナ ミッ ク プ ライ シン グ に よる 行動 変容 や デマ ンド レス ポン ス な ど 、 電 力 秋 要 の 柔 
軟 性 の 創出 に 取り 組む 。 
また 、 電 力 番 要 家 が 支払 っ た 電気 代 の 一 部 を 地域 還元 する こと に より 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 抗 点 
(文化 遺産 、 商 店 街 ) で の 人 々 の つなが り を 生む 活動 を 支援 する 。 


く 協 議会 に よる 再 エ ネ 供 給 ひ の イメー ジ > 
寄付 付き 電気 


= の の 


( 送 配電 事業 者 ) 


先行 地域 で 人々 の つなが り を 生 お 活動 費 と し て 地域 本 元 
地域 コミ ュ ニ ティ の 活性 化 を 促進 


: PV 導入 地 ・ 再 工 ネ 集約 安定 し た 需要 家 


| ・ 先行 地 域 需 要 表 所 有 施 设 和 一 一 ・ 商 店 和 
: ・ 市 造 休 地 . 価 . 文化 遗产 
効率 一 全 , 住宅 国 


・] 率 こと 
交付 金 に よる 導入 支援 2/3 | ・DP、 行動 変容 、 調 ・ グ リー ン 人 材 拠点 


⑤ グリ ー ン 人 材 育成 拠点 
グリ ー ン 人 材 の 取組 に 関連 し て 、 グ リー ン 人 材 育成 拠点 も 脱 炭 素 転換 する 。 具 体 的 に は 、 大 学 
や 環境 学習 施設 に お いて 、 高 効率 空調 等 省エネ 設備 へ の 更新 に より 電力 使用 量 を 削減 し た うえ 
で 、 当 該 施設 の 屋根 や 近接 する 遊休 地 に 太陽 光 発 電設 備 を 最大 限 導入 し 、 自 家 消費 を 行う 。 不 足 
分 に つい て は 京都 広域 吾 エ ネグリ ッ ド 協議 会 の 再 エネ 電力 100% メ ニュ ー を 調達 する 。 
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電力 需要 量 に 係る 実質 ゼロ を 達成 する た め の 取 組 内 容 


sp SI 理 エネ 等 の 供給 量 (kWh/ 年 ) 再 エネ 等 の 省エネ に よる 
。 | 門 の ー | 合意 形成 の | 電力 需要 量 人 IP 
No. 種類 | 更 了 至 | 数量 状況 (kWh/ 年 ) eo の 電力 の 電力 供給 元 電力 削減 量 
を ? 自家 消費 等 相対 契約 ニュー 証書 (発電 主体 ) (kWh/ 年 ) 
文化 遺 画 合 意 済み 
民生 ・ 業 | 産 -- | ロー 部 合意 
① 務 そ の 他 | (公表 15 箇所 ロー 部 説明 4, 597, 835 671, 000 0 3, 783, 485 0 143, 350 
分 ) 口 未 说 明 
口 合意 济 办 ・ 再 エネ 電力 メニ ュー 
民生 ・ 業 | 文化 遺 _ | 国 一 部 合意 (京都 広域 再 エ ネグリ ッ 
② 務 そ の 他 | 産 85 箇所 ロー 部 説明 5, 975, 242 1, 994, 040 947, 072 2, 822, 673 0 ド 協 議会 211, 457 
口 未 说 明 ・ オ フサ イト 電源 (京都 
商店 街 画 合 意 済み 広域 再 エ ネグリ ッ ド 協議 
民生 ・ 業 | (アー 本 ロー 部 合意 会 に よる 太陽 光 発 電設 備 
③ 務 そ の 他 | ケー 2 箇所 ロー 部 説明 167, 956 110, 200 57, 756 0 0 (野立 て ) ) 0 
ド ) 口 未 説明 
合意 : 
民生 ・ 業 | 商店 街 ise 
明 一 | ロロ > 慰 
④ 務 そ の 他 187 箇所 ロー 部 説明 3, 430, 000 574, 200 2,011, 173 0 0 844, 627 
口 未 说 明 
口 合意 済み 
六 十 .天 | 于 口 一 部 合意 
⑤ 庭 ( 既 100 戸 | ロー 部 説明 484, 167 329, 705 0 0 0 154, 462 
築 ) 画 未 説明 
集合 住 画 合 意 済み (京都 広域 再 エ ネグリ ッ 
民生 :家 | 一 ” ー | ロー 部 合意 ド 協 議会 ) 
⑥ 许 414 戸 ロー 部 説明 2, 474, 572 1, 180, 640 0 680, 100 . 相対 契約 ( 替 要 家 が 保 613, 832 
築 ) 口 未 说 明 有する 太陽 光 発 電設 備 ) 
eS 画 合 意 済み 
⑦ 民生 ・ 業 DS 65 棟 ロー 部 合意 19, 768, 668 1, 545, 292 6, 650, 857 10, 682, 131 0 890, 388 
務 そ の 他 ea ロー 部 説明 KA NH 0 人 
四 口 未 说 明 
合计 36.898.440 6.405.077 9, 666, 858 17, 968, 389 0 2.858.116 


※ 既存 住宅 ZEHR レベ ル 化 の 改修 を 促進 し て いく こと に つい て 、 (一 社 ) 優良 スト ッ ク 住 宅 推進 協議 会 と の 合意 済み 
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【 民 生 部 門 の 電力 需要 家 の 状況 (対象 ・ 施 設 数 、 直 近年 度 の 電力 需要 量 等 )】 
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= 直近 電力 需要 量 需要 家 ED 
対象 者 骨 试 算 方法 (kWh/ 年 ) 合意 形成 の 状況 
米 百 修 | a 
① 文化 遺産 計 100 箇所 SM 10.573.077 
伏見 稲荷 大 社 
藤森 神社 
真宗 大 谷 派 
伏見 別院 
真宗 大 谷 派 浄 徳 寺 
真宗 大 谷 派 光 啓 寺 
真宗 大 谷 派 専念 寺 
真宗 大 谷 派 善通寺 取組 実施 の 合意 を いた だ いて 
真宗 大 谷 派 受 泉 寺 いる 。 
総本山 醍醐 寺 
妙 福 寺 
大 黒 寺 
王 生 寺 
法然 院 
北野 天満 宮 
京都 御苑 
十 85 箇所 継続 し て 説明 を 実施 する 。 
ヒア リン グ 及 び 床 
二 半 末吉 
② 商店 街 計 189 箇所 a 3, 597, 956 
乗じ て 推計 
各 理 事 会 で の 承認 を 経て 、 商 
アー ケー ド 2 箇所 店 街 と し て の 合意 を いた だ い 
て いる 。 
商店 街 の 理事 へ 説明 及び アン 
ケー ト 調 査 を 実施 。27 店 舗 か 
加 盟 店 187 店 舗 ら 合意 を 得る 。 引 き 続き 合意 
に 向け て 調整 を 進め る 。 
③ 住ま い 計 514 戸 2, 958, 739 
人 需要 家 へ の 働き 掛け は 未 実施 
既存 住宅 100 戸 人 市 1 の 戸 484.167 2 時 
せ て いく こと を 合意 
伏見 工業 高校 Ne 脱 炭素 街区 と し て 開発 する た 
ie 400 戸 プロ グラ ム Tae 
三宅 市 営 住宅 PN 」。。」。 | 株式 会 社 山中 商事 上 ZEH 以 上 街 
跡地 人 2 | 区 と し て の 開発 を 合意 
(④ ケリ ー ン 人 材 育 成 拠点 | 計 65 施設 19, 768, 668 
再 エ ネ 電 力 自家 消費 を は じ め 
龍谷 大 学 28 施設 | R2 度 実績 8.076. 456 | 再 エネ 等 電力 調達 を 行う こと 
に つい て 合意 
再 エ ネ 電 力 自家 消費 を は じ め 
立命 館 大 学 36 施設 | R2 度 実績 11, 385, 501 | 再 エネ 等 電力 調達 を 行う こと 
に つい て 合意 
本 SS 再 エネ 電力 自家 消費 を は じ め 
Re 1 施設 | R2 度 実績 306, 711 | 再 エ ネ 等 電力 調達 を 行う こと 
に つい て 合意 
SE 868 | - 36.898.440 


【 再 エネ 等 の 電力 供給 に 関す る 状況 (実施 場所 ・ 施 設 数 、 調 達 方 法 、 電 力 供給 量 ) 】 


実施 場所 施設 調達 方 法 (kWh/ 年 ) 再 エ ネ 等 の 電力 供給 量 
9 电力 電力 供給 元 (kWh/ 年 ) 
自家 消費 等 相対 契約 RE 証書 (発電 主体) 
① 文化 遺産 | 计 100 箇所 2, 665, 040 947, 072 | 6, 606, 158 0 10, 218, 270 
伏見 稲荷 大 社 1 ・ 自 家 消 費 オ ン サ 
藤森 神社 1 イト 
伏見 別院 1 ・ 再 エネ 電力 メニ 
浄 徳 寺 1 ュー (京都 広域 再 
光 刻 寺 1 エネ グリ ッ ド 協議 
幸信 寺 | ・ オ フサ イト 寺泊 
て ペ 加 刻 
(京都 広域 再 エネ 
受 泉 寺 1 グリ ッ ド 協議 会 
醍醐 寺 1 
妙 福 寺 1 
大 黒き 1 
王 生 寺 1 
法然 院 1 
北野 天満 宮 1 
京都 御苑 1 
十 85 箇所 85 
② 商店 街 | 計 189 箇 所 684.400 | 2, 068, 929 0 0 2, 753, 329 
アー ケー ド 2 ・ 自家 消費 オン サ 
加盟 店 187 イト 
・ 再 エネ 電 カ メニ 
ュー (京都 広域 再 
エネ グリ ッ ド 協議 
会 ) 
・ オ フサ イト 電源 
(京都 広域 再 エネ 
グリ ッ ド 協議 会 ) 
图 住宅 計 514 箇所 1, 510, 345 0 680, 100 0 2, 190, 445 
既存 住宅 100 戸 329, 705 0 0 0 | ・ 自 家 消費 オン サ 329, 705 
イト 
伏見 工業 高 400 戸 1, 113, 300 0 680, 100 0 | ・ 再 エネ 電 カ メニ | 1.793.400 
校 等 跡地 ュー (京都 広域 再 
三宅 市 党 14 戸 67, 340 0 0 0 | エネ グリ ッ ド 協議 67.340 
住宅 跡地 会 ) 
@ グリ ー ン 人 | 計 65 箇所 1, 545, 292 | 6, 650, 857 | 10, 682, 131 0 18, 878, 280 
材 育 成 拠点 
龍谷 大 学 28 施設 849, 211 | 6, 650, 857 0 0 | ・ 自 家 消費 オン サ | 7.500.068 
立命 人 大 36 施設 657.801 0 | 10.413.700 加 | 
本 ュー (京都 広域 再 
京 エ コロ ジ 1 施設 38, 280 0 268, 431 0 | エネ ケリ ッ ド 協議 306, 711 
ー セ ンタ ー 会 ) 


6, 405, 077 | 9, 666, 857 | 17, 968, 389 34, 040, 324 
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【 省 エネ に よる 電力 削減 に 関す る 状況 (実施 場所 ・ 施 設 数 、 取 組 内 容 、 電 力 削減 量 ) 】 


実施 場所 施設 数 取組 内 容 電力 削減 量 (kWh/ 年 ) 
① 文化 遺産 計 100 箇所 354, 807 
伏見 稲荷 大 社 1 | 照明 設備 LED 化 
藤森 神社 1 | 照明 設備 LED 化 
伏見 別院 1 | 照明 設備 LED 化 
浄 徳 寺 1 | 照明 設備 LED 化 
光 啓 寺 1 | 照明 設備 LED 化 
専念 寺 1 | 照明 設備 LED 化 
善通寺 1 | 照明 設備 LED 化 
受 泉 寺 1 | 照明 設備 LED 化 
醍醐 寺 1 | 照明 設備 LED 化 
妙 福 寺 1 | 照明 设备 LED 化 
大 黒 寺 1 | 照明 設備 LED 化 
王 生 寺 1 | 照明 設備 LED 化 
法然 院 1 | 照明 設備 LED 化 
北野 天満 宮 1 | 照明 設備 LED 化 
京都 御苑 1 | 照明 設備 LED 化 
十 85 箇所 85 | 照明 设备 LED 化 
② 商店 街 計 187 箇所 844, 627 
照明 設備 LED 化 、 高 効率 空調 、 高 効率 
加盟 店 187 合 蔵 設備 の 導入 844, 627 
③ 住ま い 計 514 箇所 768, 294 
既存 住宅 100 | ZEH レベ ル 化 改修 、LED 化 154, 462 
伏見 工業 高校 等 跡地 400 | 次 世代 ZEH 二 、 ハ イブ リッ ド 給 湯 602. 800 
三宅 市 営 住宅 跡地 14 | ZEH 以上 11.032 
(④ グリーン 人 材 育 成 拠点 計 7 箇所 890, 388 
龍谷 大 学 4 | ZEB Ready 576, 388 
立命 館 大 学 3 | 照明 設備 LED 化 314, 000 
合計 計 808 2, 858, 116 
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脱 炭 素 轻 换 去 支 元 名 基 胡 的 取 和 组 


< く グ リー ン 人 材 > 

学術 研究 を 行い 人 的 資源 が 豊富 な 「 大 学 」、 地 域 で の 環境 保全 に 資す る 人 材 育成 等 を 行う 「 京 都 
市 環境 保全 活動 推進 協会 」、 脱 炭素 ライ フス タイ ル の 転換 を 目指 す 「 京 創 ミ ー テ ィング ※」 が 連携 
し て 、 先 行 地域 を フィ ー ル ド に 、 京 都 の 脱 炭 素 転換 を 率 引 する ロー カル グリ ー ン 人 材 を 育成 す 
る 。 


〇 先行 地域 を フィ ー ル ド に 脱 炭 素 ラ イフ スタ イル へ の 行動 変容 を 促進 


脱 炭 素 街区 で の 展開 を 視野 に 、 京 角 ミ ー テ ィング に お いて 、 学 生 会 館 (伏見 
住民 区 ) で IoT を 活用 し た 省エネ 等 の 要請 、 コ ミュ ニテ ィ デ ザイ ン の 社会 実験 を 
実施 


商店 街 と 龍谷 大 学 学生 気候 会 議 等 が 連携 し 、 学 生 に よる デー タ 収 集 ・ 分 析 
商店 街 や 、 脱 炭素 型 の イベ ント ・ 商 品 を 企画 (ex.「 伏 見 日 本 酒 ま つり 」 で の 学生 
主体 の PR ブー ス 設 置 、 カ ー ボ ン ニ ュー トラ ル 日 本 酒 づ くり を 学生 と 企画 ) 


脱 炭 素 転換 し た 寺社 を EV タク シー で 巡る 修学 旅行 生 向け の 学習 ツア ー を 学 
生 が 企画 し 、 ゼ ロカ ー ボ ン 修 学 旅行 と し て 商品 化 


〇 市 内 に お ける 脱 炭 素 ラ イフ スタ イル へ の 行動 変容 

起業 を 目指 す 大 学生 (ex. カー ボン ニュ ー ト ラル 達成 に 貢献 する 大 学 等 コア イリ シ ョ ン の 
学生 ) を 対象 に 、 京 蟹 ミ ー テ ィング の プロ ジェ クト に 関す る ビジ ネス アイ デア を 競う アイ 
デア ソン を 開催 する 。 

脱 炭 素 ラ イフ スタ イル の 転換 を 目指 す 京 信 ミ ー テ ィング の プロ ジェ クト に 、 学 生 や 大 学 
の 研究 チー ム が 参画 し 、 将 来 的 な ビジ ネス の 展開 を 目指 す 。 

※ 正式 名 称 は 『 京 都 発 脱 炭素 ライ フス タイ ル 推 進 チ ー ム マン 2050 京 創 ミ ー テ ィング 』。 

将来 の 京都 を 担う 若者 を 中 心 と する 市 民 ・ 事 業者 ・ 学 識者 等 と 共に 、2050 年 の 京都 

に ふさ わし い 脱 炭素 型 の ライ フス タイ ル 像 や 、 そ れ を 実現 する た め の こ の 1 0 年 の 目標 ・ 

アク ショ ン を 創る た め 、 令 和 3 年 9 月 に 発足 し た 。 


ファ イナ ンス > 

金融 機関 、 機 関 投資 家 、 市 民 が と も に 資金 の 担い 手 と な り 、 地 域 の カー ボン ニュ ー ト ラル の 実 
現 と 、 地 域 課題 の 解決 に 貢献 し 、 地 域 に 良い 波及 効果 を 相乗 的 に 生み だ す 「 ロ ー カ ル ・ グ リー ン 
イン パク ト フ ァ イ ナ ンス 」 の 仕組 み を 新た に 構築 する 。 こ の こと で 、 長 期 的 か つ 大 規模 な 脱 炭 素 
事業 の 実行 力 と し て 、 企 業 へ の 融資 や 市 民 向け の 住宅 ロー ン の 提供 等 、 資 金 供給 が 円 滑 に 行わ れ 
る 体制 を 整備 する 。 

中 で も 、 市 民 出資 型 の ファ ンド に つい て は 、 小 口 か つ イ ンタ ーネット で 出資 が 可能 な 仕組 み を 
備え る 。 個 人 出資 と いう 形 で 、 市 民 と 京都 市 脱 炭素 先行 地域 の 取組 を つなぐ こと で 、 取 組 へ の 理 
解 や 共感 、 先 行 地 域 と の 交流 を 生み 出し て いく 。 
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記 計 京都 銀行 京都 中 央 信用 金庫 @ 京都 信用 金庫 。 投資 家 
金融 機関 gas の uFe ーー 


イン バク ト フ ァ イ ナ ンス 
クリ ジロ ジル り 5 お りり 5 リジン ク 古 三 輝 / 

ポジ ティ ブイ ン パ クト ファ イナ ンス / 環 境 配 慮 型 融 資 / 
ES G リ ー ス な ど (シン ジ ケ ー ト 又は 単独 ) 京都 脱 炭素 ファ ン ド PLUSSOCAL 


。 京都 の 2 0 3 NR 


脱 炭素 住宅 街区 脱 炭 素 京都 市 分 散 型 再 エネ 発電 所 
YR 伏見 大 手筋 、 TE 竜馬 通り 


1 辺 ソ ー ラ ー FRR 
回 全 sm 
新築 ・ 改 築 人 ・ 革 電池 な 


( 翌 尾 ) 种 状 代 信 


本 
地域 の 2030 カ ー ボ ン x 地域 課題 解決 ! 

ニュ ー ト ラル ! 若者 ・ 子 育て 世代 呼び 込み 、 商 店 街 活性 化 、 
地域 コミ ュ ニ ティ 維持 、 伝 統 文化 の 持続 可能 な 継承 な ど 


似 了 市 民 に ロー カル グッ ド 情 報 を 見 える 化 NN 


イン パク トレ ポー ト や スタ ディ ツア ー な ど 
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【 再 エネ 等 の 電力 供給 量 の うち 脱 炭 素 先行 地域 が ある 地方 公共 団体 で 発電 し て 消費 する 再 エ ネ 電 
力量 の 割合 (地産 地 消 割合 )】 


再 エ ネ 等 の 電力 供給 量 の う 脱 炭 素 先行 地域 が ある 地方 公 2.4(1) 【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計 
ち 脱 炭素 先行 地域 が ある 地 共 団体 内 に 設置 され た 再 エ ネ 算 結果 】 式 の 【 再 エネ 等 
方 公共 団体 で 発電 し て 消費 発電 設備 で 発電 し て 先行 地域 の 電力 供給 量 】 


する 再 エ ネ 電 力量 の 割合 
(※1) 


31 
(9%) 
(※1) 上 限 100% 
需要 家 が 保有 する 太陽 光 発 


電設 備 (市 外 ) の 相対 契約 
を 含む 割合 は 、49% 


内 の 電力 番 要 家 が 消費 する 再 


エネ 電力 量 (※2) 
(B) 一 (A) (已 ) 


34, 040, 324 X 100 
(kWh/ 年 ) 


10, 654, 140 
(kWh/ 年 ) 


(※2) 

脱 炭 素 先行 地域 が ある 地方 公共 団体 内 に 
設置 され た 再 エ ネ 発 電設 備 で 発電 し た 再 エ 
ネ 電 力 で あっ て 、 自 家 消費 、 相 対 契 約 、 ト 
ラッ キン グ 付 き 証書 ・FIT 特定 卸 等 に より 
再 エネ 電源 が 特定 され て いる も の の うち 、 


先行 地域 内 の 電力 需要 家 が 消費 する も の 


地方 公共 団体 外 か ら 調 達する 量 (A) 


23, 386, 183 
(kWh/ 年 ) 
地方 公共 団体 外 か ら 調 達する 量 の 内 訳 
+ FE 下 局 
SN 再 エネ 等 の 電力 供給 元 | で コマ 主 な 供給 先 
の (発電 主体 ) 要 家 へ 供給 され る | (先行 地 域内 四 电力 需要 家 ) 
下 電力 量 (kWh/ 年 ) 人 上 
京都 広域 再 エ ネグリ ッ ド 協議 会 
再 エネ 電力 | 参画 小売 電気 事業 者 に よる 再 エ | 40》 g94 | 文化 遺産 、 商 店 街 、 住 宅 、 グ 
メニ ュー | ネ 電 力 (FIT 電力 の 環境 価値 付 「” | リーン 人 材 育成 拠点 
加 ) 
株 式 会 社 プ ラス ソー シャ ル が 保 
起 才 5. 983, 289 | 龍谷 大 学 
相対 半生 | 有する 既存 の 太陽 光 発電 設備 ee 
合计 23, 386, 183 


28 


(2) 事業 費 の 額 ( 各 年 度 )、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 金 、 補 助 金 等 ) 


事業 費 活用 を 想定 し て いる 
国 の 事業 (交付 金 、 


事業 内 容 ( 千 円 ) 補助 金 等 ) の 名 称 と 
必要 額 ( 千 円 ) 
令 
和 
4 
年 
度 
※ 以 下 は すべ て 「 地 
域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エ 
ネ 推進 交付 金 (環境 
省 ) 」 を 活用 する も 
【 オ ン サ イト 】 の で ある 。 
① 文 化 遺 産 群 に お け 20 人 箇所 ( 306 kp |① 85680| ① ( 57.120 ) 
る PV 設置 
② 文 人 遺産 群 に お け 20 人 箇所 ( 268 kh |@ 64.856| @ ( 43.237 ) 
蓄電 池 設 置 
③ 商 店 街 (アー ケー な 
に ) に お ける Py 抽 中 。 2 笛 所 ( 72 KO |@ 36.00| ③ ( 24000) 
④ 商 店 街 (加盟 店 ) 本 
20 箇所 ( 102 KW |④ 28.560| ④ ( 19.040) 
⑤ 商 店 等 (アー ケー 
ド ) に お ける 革 電 池 2 箇所 ( 66 hn |@ 15.9722| ⑤ ( 10.648 ) 
設置 
令 | @ 商 店 街 (加盟 店 ) 现 
に お ける 半井 取 言 。 20 笛 所 ( 160 k)I⑥ 29920| ⑥ ( 19.947 ) 
5 | ⑦ 住 宅 エ リア (三 _ 
| 19.600| ⑦ ( 13.067 ) 
度 | ⑧ 住 宅 エ リア (三 
宅 ) に お ける 蓄電 池 14 戸 ′ ( 91 kWhDI@ 17.0177| ⑧ ( 11.345 ) 


设置 

⑨ グ リー ン 人 材 育 成 

拠点 群 に お ける PV 設 2 箇所 ( 479 kW 
軒 


©) 


235,500| ⑨ ( 157.000 ) 


【 省 エネ 】 

⑩ 文 化 遺産 群 に お け 
る LED 化 

⑪ 商 店 街 (商店 街 振 
興 組 合 ) に お ける 省 3 箇所 ⑪ 18.000| ⑪ ( 12.000 ) 
エネ 機器 改修 

⑫ 商 店 街 (加盟 店 ) 

に お ける 省エネ 機器 40 箇所 ⑫ 240.000| ⑫ ( 160.000 ) 
改修 


20 箇所 4, 500 ( 3.000 ) 
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汪 骨 oo 过 示 


⑬ 住 宅 エ リア (三 
宅 ) に お ける ZEH 


【 そ の 他 】 
⑭ オ フサ イト 電源 系 統 接続 確認 


蓄電 池 の 活 用 (FS 調査 ) 
⑯ 脱 炭素 ライ フス タイ ル 推 進 
⑰ イ ン パ クト ファ イナ ンス 


⑱ 先 行 地域 づく り 支 援 業 務 


【 オ ン サ イト 】 

① 文 化 遺産 群 に お け 
る PV 設置 

② 文 化 遺 産 群 に お け 
蓄電 池 設 置 

③ 商 店 街 (加盟 店 ) 
に お ける PV 設置 

④ 商 店 街 (加盟 店 ) 
に お ける 蓄電 池 設 置 

⑤ 既 存 住宅 群 に お け 
る PV 設置 

⑥ 既 存 住宅 群 に お け 
蓄電 池 設 置 

⑦ グ リー ン 人 材 育成 

拠点 群 に お ける PV 設 

軒 


【 オ フサ イト 】 


⑧ 市 遊休 地 に お ける 
PV 設置 


【 省 エネ 】 

⑨ 文 化 遺 産 群 に お け 
る LED 化 

⑩ 商 店 街 (加盟 店 ) 
に お ける 省エネ 機器 
改修 


⑪ 既 存 住宅 群 に お け 
る 断熱 改修 


国 


⑤ 


oO @ 


~ 


, 700 


10, 000 


15, 000 


26, 000 


Oo 


® 


oO 固 


( 


( 


7, 700 
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⑫ 既 存 住宅 群 に お け 
る コー ジェ ネ レ ー シ 
ョ ン 設 置 


【 そ の 他 】 
蓄電 池 制 御 EMS 設計 
⑭ 脱 炭素 ライ フス タイ ル 推 進 
⑮ ゼ ロカ ー ボ ン 修 学 旅行 
⑯ イ ン パ クト ファ イナ ンス 


⑰ 先 行 地域 づく り 支 援 業 務 


【 オ ン サ イト 】 

① 文 化 遺 産 群 に お け 

る PV 設置 

② 文 化 遺 産 群 に お け 

る バイ オマ ス 発 電 

③ 文 化 遺 産 群 に お け 
蓄電 池 設 置 

④ 商 店 街 (加盟 店 ) 

に お ける PV 設置 

⑤ 商 店 街 (加盟 店 ) 

に お ける 蓄電 池 設 置 

⑥ 既 存 住宅 群 に お け 

る PV 設置 

⑦ 既 存 住宅 群 に お け 
蓄電 池 設 置 

⑧ グ リー ン 人 材 育成 


拠点 群 に お ける PV 設 
軒 


清册 与 过 示 


【 省 エネ 】 

⑨ 文 化 遺 産 群 に お け 
る LED 化 

⑩ 商 店 街 (加盟 店 ) 
に お ける 省エネ 機器 
改修 

⑪ 既 存 住宅 群 に お け 
る 断熱 改修 

⑫ 既 存 住宅 群 に お け 
る コー ジェ ネ レ ー シ 
习 之 设置 
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【 そ の 他 】 

⑬ 蓄 電池 制御 EMS 導入 

⑭ 脱 炭素 ライ フス タイ ル 推 進 
⑮ イ ン パ クト ファ イナ ンス 


⑯ 先 行 地域 づく り 支 援 業 務 


【 オ ン サ イト 】 

① 文 化 遺産 群 に お け 

る PV 設置 

② 文 化 遺 産 群 に お け 
蓄電 池 設 置 

③ 商 店 街 (加盟 店 ) 

に お ける PV 設置 

④ 商 店 街 (加盟 店 ) 

に お ける 蓄電 池 設 置 

⑤ 既 存 住宅 群 に お け 

る PV 設置 


⑥ 既 存 住宅 群 に お け 


蓄電 池 設 置 


の ⑦ グ リー ン 人 材 育 成 
拠点 群 に お ける PV 设 
軒 

⑧ グ リー ン 人 材 育 成 
拠点 群 に お ける 蓄電 
池 設置 


汀 骨 oo 过 落 


【 省 エネ 】 
⑨ 文 化 遺 産 群 に お け 
る LED 化 
⑩ 商 店 街 (加盟 店 に 
お ける 省エネ 機器 改 


乡 


⑪ 既 存 住宅 群 に お け 
る 断熱 改修 


⑫ 既 存 住宅 群 に お け 
る コー ジェ ネ レ ー シ 
习 之 设置 


【 そ の 他 】 
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蓄電 池 制 御 EMS 運用 


当 骨 过 示 


⑭ 脱 炭素 ライ フス タイ ル 推 進 
⑮ イ ン パ クト ファ イナ ンス 


⑯ 先 行 地域 づく り 支 援 業 務 


【 オ ン サ イト 】 

① 文 化 遺産 群 に お け 
る PV 設置 

② 文 化 遺 産 群 に お け 
蓄電 池 設 置 

③ 商 店 街 (加盟 店 ) 
に お ける PV 設置 

④ 商 店 街 (加盟 店 ) 
に お ける 蓄電 池 設 置 

⑤ 既 存 住宅 群 に お け 
る PV 設置 

⑥ 既 存 住宅 群 に お け 
蓄電 池 設 置 

⑦ 住 宅 エ リア ( 伏 エ 

等 ) に お ける PV 設置 

⑧ 住 宅 エ リア ( 伏 エ 

等 ) に お ける 蓄電 池 

设置 

⑨ グ リー ン 人 材 育成 

拠点 群 に お ける PV 設 

置 


【 省 エネ 】 

⑩ 文 化 遺 産 群 に お け 
る LED 化 

⑪ 商 店 街 (加盟 店 ) 
に お ける 省エネ 機器 
改修 

⑫ 既 存 住宅 群 に お け 
る 断熱 改修 

⑬ 既 存 住宅 群 に お け 
る コー ジェ ネ レ ー シ 
ョ ン 設 置 


⑭ 住 宅 エ リア ( 伏 エ 


⑮ 住 宅 エ リア ( 伏 工 
等 ) に お ける ZEB 


中 @ @ SO VB BB 


⑯ 


© 


3 @ @ CS @ VB @ 


⑯ 


© 
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⑯ 住 宅 エ リア ( 伏 工 
等 ) に お ける ZEH-M 
⑰ 住 宅 エ リア ( 伏 工 
等 ) に お ける 次 世代 
ZEH+ 

⑱ 住 宅 エ リア ( 伏 工 
等 ) に お ける 高 効率 
給湯 

⑲ 住 宅 エ リア ( 伏 工 
等 ) に お ける コー ジ 
ェ ネ レー ショ ン 設 置 
⑳ 住 宅 エ リア ( 伏 工 
等 ) に お ける シェ ア 
リン グ EV 導入 


【 そ の 他 】 
蓄電 池 制 御 EMS・ 運 用 
アプ リ (住宅 エリ ア ( 伏 工 等 ) ) 


⑳ 脱 炭素 ライ フス タイ ル 推 進 


イン パク ト フ ァ イ ナ ンス 


⑳ 先 行 地域 づく り 支 援 業 務 


※ 各 年 度 と も 予算 編成 時 点 で 必要 経費 の 精査 を 行い 、 議 会 の 議決 を 経た うえ で 計上 する も の 。 
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【 文 化 遺 産 、 商 店 街 、 大 学 ・ 環 境 学習 施設 、 オ フサ イト 再 エ ネ 設 備 】 

施設 の 管理 者 に 対し て 、 活 用 で きる 国 の 交付 金 ・ 補 助 金 や 想定 され る 自己 負担 額 に つい て 説明 
し た うえ で 、 本 提案 書 に 記載 する こと に 関し て 合意 済み 。 

また 、 自 己 負担 分 の 資金 調達 が 円 滑 に 行わ れる よう に 、「 ロ ー カ ル ・ グ リー ン イ ン パ クト ファ イ 
ナン ス 」 の 仕組 み を 新た に 構築 する こと を 、 市 及び 金融 機関 で 調整 し て いる 。 

な お 、 オ フサ イト 再 エ ネ 設 備 に つい て は 、 事 業 と し て 成立 する こと を 試算 済み で ある 。 


【住宅 (個人 )】 

既存 住宅 に つい て は 、 地 元 工 務 店 「 京 都 ら し い 省エネ 住宅 事業 登録 事業 者 」 及 び 一 般 社 団 法人 
優良 スト ッ ク 住 宅 推進 協議 会 と と も に 、 市 民 に 対し て 改修 ニー ズ を 掘り 起こ し 、ZEH レベ ル 化 改修 
を 促進 する も の で あり 、 今後 、 想 定 さ れる 自己 負担 も 含め 、 説 明 を 行っ て いく 。 

新規 の ゼロ カー ボン 街区 に つい て は 、 令 和 4 て 5 年 度 に 実施 予定 の プロ ポー ザル に より 事業 者 を 
選定 する 予定 で ある が 、 脱 炭素 仕様 で ある こと を 条件 に する こと で 、 新 た に 供給 され る 住宅 全戸 
を 次 世代 ZEH 十 の 高 性 能 住宅 と する 。 

住宅 (個人 ) の 自己 負担 分 の 資金 調達 に つい て は 、「 ロ ー カ ル ・ グ リー ン イ ン パ クト ファ イナ ン 
ス 」 の 枠組 み の 中 で 、 住 宅 ロ ー ン の 提携 等 に つい て 、 市 及び 金融 機関 と 調整 し て お り 、 住 宅 売却 
時 に 説明 を 行っ て いく 。 


35 


2.5 民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 等 の 取組 


1) 実施 する 取組 内 容 ・ 地 域 特 性 を 踏ま えた 実施 理由 と 取組 効果 
【 民 生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 等 の 取組 内 容 ・ 地 域 特 性 を 踏ま えた 実施 理由 】 


民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 取組 一 覧 


区 分 対象 取組 内 容 数 量 合意 形成 状況 温室 効果 ガス 
排出 削減 量 
(t-C02/ 年 ) 
① 運 輸 部 門 | タク シー EV 化 738 台 エム ケイ 株 式 会 社 12, 328 
合意 済み 
駅 舎 PV 導入 、 再 エネ 調達 1 駅 京阪 電気 鉄道 株 式 61 
会 社 と 合意 済み 
小計 12, 389 
合計 12, 389 
く 取 組 1> 


タク シー の EV 化 に よる 002 排出 量 の 削減 ・ ゼ ロカ ー ボ ン 修 学 旅行 (① 運 輸 部 門 ) 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形 成 状 況 ) 

観光 や 修学 旅行 で も 利用 され る タク シー に つい て 、EV 化 を 進め る 。 ま た 、EV の 電力 を 再 エ ネ で 
賭 う こと に より 、C0O2 排出 量 実質 ゼロ の 公共 交通 を 目指 す 。 

さら に 、 全 国 か ら 70 万 人 (コロ ナ 袖 前 ) も の 生徒 が 修学 旅行 で 京都 を 訪れ る 地域 特性 を 活か 
し 、 生 徒 が 脱 炭 素 交 通 で 京都 の 街 を 巡っ て 学ぶ 体験 を する ゼロ カー ボン 修学 旅行 を 行っ て いく 。 
同 経験 を 自分 た ちの 街 に 持ち 帰る こと で 他 地 域 へ の 広がり が 期待 で きる 。 

EV 転換 に つい て 、 エ ム ケ イ 株 式 会 社 と 合意 済み で ある 。 引き続き 、EV 転換 に 取り 組む タク シー 
事業 者 の 拡大 を 目指 す 。 ま た 、 ゼ ロカ ー ボ ン 修 学 旅行 の 企画 に つい て 、 京 創 ミ ー テ ィング ・ 京 都 
市 環境 保全 活動 推進 協会 ・ 大 学 (立命 館 ) と 合意 済み で ある 。 


(取組 効果 ) 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 12, 328t-CO2/ 年 (ガソリン 削減 に 伴う も の ) 
(算出 式 ) 


年 間 ガ ソリ ン 使 用 量 約 7.2kL/ 台 x738 台 x2.32 (t-CO2/kL (CO2 排出 係数 )) 


く 取 組 2 > 
駅 舎 の カー ボン ニュ ー ト ラル (① 運 輸 部 門 ) 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形成 状況 ) 

脱 炭 素 転 換 す る 伏見 稲荷 大 社 や 伏見 工業 高校 跡地 で の ゼロ カー ボン 街区 の 最 寄 駅 で ある 京阪 伏 
見 稲荷 駅 に 、 太 陽光 発電 設備 を 最大 導入 する と と も に 、 不 足 分 は 再 エ ネ 電 力 を 調達 する 。 

京阪 電気 鉄道 株 式 会 社 と 合意 済み で ある 。 


(取組 効果 ) 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 61 t-CO2/ 年 (消費 電力 の 再 エ ネ 転 換 に 伴う も の ) 
(算出 式 ) 


年 間 電力 使用 量 168, 000kWh x 0.000362 (t-CO2/kWh (CO2 排出 係数 ) ) 
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(2) 事業 費 の 額 〈 各 年 度 ) 、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (補助 金 等 ) 


二 事業 費 | 活用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 金 、 
是 事業 内 容 ( 千 円 ) | 補助 金 等 ) の 名 称 と 必要 額 ( 千 円 ) 
令 和 4 (① タ クシ ーEV 導入 88 台 ①484, 000① 自 動車 環境 総合 改善 対策 費 補 助 金 ( 国 

年 度 土 交通 省 ) 121, 000 

令 和 5 (① タ クシ ーEV 導入 115 台 ①632, 500① 自 動車 環境 総合 改善 対策 費 補助 金 ( 国 

年 度 土 交 通 省 ) 158, 125 

信和 6 (① タ クシ ーEUV 導入 65 台 ①375, 500① 自 動車 環境 総合 改善 対策 費 補助 金 ( 国 

年 度 【② 駅 舎 の 太陽 光 発 電設 備 導入 ②52, 500 土 交通 省 ) 93, 875 

(105kW) ② 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 

(環境 省 ) 35, 000 

令 和 7 【① タ クシ ーEV 導入 85 台 ①467, 500① 自 動車 環境 総合 改善 対策 費 補助 金 ( 国 

年 度 土 交 通 省 ) 116, 875 

令 和 8 (① タ クシ ーEV 導入 90 台 ①495, 000(① 自 動車 環境 総合 改善 対策 費 補助 金 ( 国 

年 度 土 交 通 省 ) 123, 750 

令 和 9 ① タ クシ ーEV 導入 80 台 ①440, 000① 自 動車 環境 総合 改善 対策 費 補助 金 ( 国 

年 度 土 交 通 省 ) 110, 000 

令 和 10(① タ クシ ーEV 導入 75 台 ①412, 500(① 自 動車 環境 総合 改善 対策 費 補助 金 ( 国 

年 度 土 交 通 省 ) 103, 125 

令 和 11(① タ クシ ーEV 導入 70 台 ①385, 000(① 自 動車 環境 総合 改善 対策 費 補助 金 ( 国 

年 度 土 交 通 省 ) 96, 250 

最終 年 (① タ クシ ーEV 導入 70 台 ①385, 000① 自 動車 環境 総合 改善 対策 費 補助 金 ( 国 


度 


土 交 通 省 ) 96, 250 


【 タ クシ ーEV 転換 】 


エム ケイ 株 式 会 社 が 、 


国土 交通 省 の 補助 を 活用 する こと を 視野 に 入れ つつ 、 独 自 に 費用 を 調達 
し 全車 EV 転換 する も の で ある 。2030 年 まで に 全車 を EV 転換 する こと 、 ま た 、 旅 行 代 理 店 や 大 学 


生 と 連携 し て 脱 大 素 型 の 修学 旅行 を 企画 する こと 等 に つい て 、 合 意 済 み ( 令 和 4 年 7 月 )。 


【 駅 舎 の カー ボン ニュ ー ト ラル 】 
京阪 電気 鉄道 株 式 会 社 に 対し て 、 活 用 で きる 国 の 交付 金 や 自己 負担 額 に つい て 説明 し た うえ 
で 、 実 施す る こと を 合意 済み ( 令 和 4 年 8 月 )。 
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2.6 脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 、 期 待 さ れる 効果 


【 地 域 固有 の 課題 及び 先行 地域 の 取組 に よる 解決 に つい て (地域 経済 、 防 災 、 暮 らし の 質 の 向上 
等 、 期 待 さ れる 効果 )】 
ぐ 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 活性 化 > 


地域 固有 の 課題 
伏見 エリ ア は 、 市街 地 の 中 心 商 店 街 で ある 伏見 大 手筋 商店 街 や 伏見 稲荷 大 社 、 藤 森 神 社 、 
醍醐 寺 と いっ た コミ ュ ニ ティ の 拠点 と と も に 地域 力 が 形成 され て きた も の の 、 現 在 、 市 内 で 
最も 人 口 の 減少 数 が 大 きい 地域 で あり 、 交 流行 事 や 伝統 文化 の 継承 に 取り 組む 地域 団体 の 担 
い 手 不足 、 地 域 住民 同士 が 触れ 合う 機会 の 減少 、 つ な が り の 希 消化 な どの 課題 が あり 、 地 域 
コミ ュ ニ ティ を 活性 化す る 必要 が ある 。 


先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 

京都 広域 再 エ ネグリ ッ ド 協議 会 が 、 商 店 街 や 寺社 と いっ た 地域 コミ ュ ニ ティ 拠点 を 脱 炭 素 
転換 する た め に 供給 する 再 エ ネ 電 力 に つい て 、 電 力量 料金 の 一 部 (最大 2.5%) を 同 拠点 で 
人 々 の つなが り を 生む 活動 費 と し て 寄付 する こと で 、 再 エネ 利 活用 と 地域 経済 循環 ・ 地 域 活 
性 化 の 同時 実現 を 目指 す 。 活 動 費 を 基 に 、 大 学生 や 新た な 地域 住民 を 巻き 込み な が ら 、 脱 大 
素 を テー マ に し た イベ ント や 商品 を 企画 し 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ を 活性 化す る 。 

また 、 脱 炭素 街区 エリ ア を 創出 する こと で 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 次 代 を 担う 若者 ・ 子 育て 
世代 の 定住 を 促す 。 


KP I (重要 業績 評価 指標 ) 
指標 ① : 寄付 付き 電気 の 年 間 寄 付 額 
指標 ② : 伏見 大 手筋 商店 街 の 来訪 者 数 (日 平均 ) 


現在 ( 令 和 4 年 4 月) : 指標 ① : 0 円 最終 年 度 : 指標 ① : 2, 000 千 円 (年 間 ) 
指標 ② : 15, 743 人 指標 ② : 18, 000 人 (1 日 当たり ) 
KPI 設定 根拠 地域 コミ ュ ニ ティ 活用 へ の 寄付 額 か ら 地域 コミ ュ ニ ティ 活性 化 へ の 頁 


献 度 合 が 測れ る た め 。 商店 街 へ の 来訪 者 数 その も の が 、 人 の つなが り を 
生み 出す コミ ュ ニ ティ の 活性 化 の 程度 を 評価 で きる と 考え られ る 。 

KPI 改善 根拠 ・ 方 脱 炭 素 先行 地域 の 電力 需要 家 が 再 エ ネ 電 力 へ 切り 替え を 進め る こと 
法 で 、 電 力量 が 増え 、 寄 付 額 が 増加 する と 見 込む 。 ま た 、 商 店 等 を グリ ー 
ン 人 材 育成 の フィ ー ル ド と する こと で 、 脱 炭素 型 の イベ ント や 商品 企画 
を 行い 、 商 店 街 へ の 来訪 者 が 増加 する と 見 込む 。 


く 地 域 防災 対応 力 の 向上 > 


地域 固有 の 課題 
高齢 化 が 進む 中 で 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 中 で 災害 時 に も 住民 に と っ て 安心 で きる 拠り 所 の 
不足 が 課題 で ある 。 伏 見 エリ ア は 、 市 内 で 65 歳 以上 の 市 民 が 最も 多く 暮らす 地域 で あり 、 身 
近 な 防災 拠点 を 創出 する 必要 が ある 。 
先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 
寺社 や 商店 街 と いっ た 地域 コミ ュ ニ ティ の 拠点 が 、 太 陽光 発電 設備 や 蓄電 池 を 備え る こと 
で 、 地 域 に お ける 災害 時 の 防災 対応 力 の 向上 に つなが る 。 


KP I ( 還 要 業績 評価 指標 ) 
指標 : 停電 時 に 再生 可能 エネ ルギー で 地域 へ 電力 供給 可能 な 施設 有 


現在 ( 令 和 4 年 4 月 ) : 0 件 最終 年 度 : 100 件 

KPI 設定 根拠 停電 時 に 地域 で 電力 供給 可能 な 施設 数 その も の が 、 地 域 住民 の 拠り 所 
の 箇所 数 と し て 、 地 域 防災 対応 力 の 程度 を 評価 で きる と 考え られ る た 
め 。 
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KPI 改善 根拠 ・ 方 伏見 エリ ア に お いて 脱 誠 素 先行 地域 の 取組 を 進め る こと に 伴い 、 各 施 
: 設 で の 太陽 光 発 電設 備 ・ 蓄 電池 の 導入 が 進ん で いく こと が 見 込ま れる 。 


4 


く 環 境 先進 エリ ア と し て の 魅力 の 創出 > 


地域 固有 の 課題 
COP3 を 記念 し て 開館 し た 京 エ コロ ジー セン ター を は じ め 環 境 関連 施設 が 集積 する な 
ど 、 四 半 世 紀 に わた っ て 環境 保全 に 取り 組ん で きた 地域 で ある が 、 現 在 、 若 者 子育て 世代 の 
市 外 流出 (近隣 自治 体 へ の 30 代 転 出 超 過 数 約 1.000 人 ) や 、 コ ロナ 福 の 影 響 に より 観光 客数 
が 激減 (宿泊 客数 60. 7% 減 ) し て いる 。 
先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 
高 断 熱 で 健康 で 快適 に 暮らせ る エネ ルギー 自立 型 の 住ま いや 脱 炭素 ライ フス タイ ル を 実践 
で きる 脱 炭 素 型 の まち づく り を は じ め 、 再 エネ 100% 転 換 を 実現 する 主体 を 創出 し て いく こと 
で 、 環 境 先 進 エ リア と し て の 魅力 が 創出 され る 。 
また 、SDGs 学 習 の ニー ズ が 高まる 中 、EV 観 光 タ クシ ー で 脱 炭 素 先行 地域 を 巡る ゼロ 
カー ボン 修学 旅行 を 企画 する こと で 、 コ ン テ ン ツ が 増え 、 新 た な 魅力 が 創出 され る 。 
KP 1 (重要 業績 評価 指標 ) 
指標 : ① 再 エネ 100% 転 換 を 実現 する 電力 需要 家 数 
② ゼ ロカ ー ボ ン 修 学 旅行 の 参加 生徒 数 


現在 ( 令 和 4 年 4 月 ) : 指標 ① : 0 件 最終 年 度 : 指標 ① : 600 件 
指標 の : 0 人 指標 の : 100, 000 人 (累計 ) 
KPI 設定 根拠 エリ ア 内 に 再 エ ネ 100% 転 換 す る 主体 が 増え る こと は 、 環 境 先進 エリ ア 


と し て の 魅力 向上 を 評価 で きる と 考え られ る 。 ま た 、 ゼ ロカ ー ボ ン 修 学 
旅行 が 増え る こと は 、 文 化 遺 産 な ど を 脱 誠 素 化 に より 京都 の 次 の 千年 に 
引き 継い で いく 古都 の 姿勢 の 発信 力 を 高め 、 京 都 の 魅力 向上 に つなが る 
と 考え られ る 。 

KPI 改善 根拠 ・ 方 脱 炭 素 先行 地域 の 取組 を 着実 に 遂行 する こと で 、 再 エネ 100% 転 換 の 主 
法 体 が 増え る と 見 込む 。 タ クシ ー の EE V 転 換 が 進む こと で 、 ゼ ロカ ー ボ ン 
修学 旅行 の 受入 可能 数 が 拡大 する こと か ら 、 参 加 生 徒 数 も 増加 する と 見 
込む 。 


39 


2.7 他 地 域 へ の 展開 


① 類 似 市 区 町 村 へ の 拡大 

【 モ デル 性 (展開 可能 性 の ある 類似 地域 ) 】 

京都 に 似 た 悠久 の 歴史 や 伝統 ・ 文 化 を 有する 「 小 京都 」 と 呼ば れる 自治 体 が 全国 に 40 存在 し 、 
「 全 国 京都 会 議 」 を 結成 し て いる 。 ま た 、 千 年 以上 の 歴史 を 有する 世界 の 古都 が 集う 「 世 界 歴 史 
都市 連盟 」(65 カ国 か ら 125 都市 。 う ち 日 本 は 6 都市 が 加盟 ) を 京都 市 の 呼び 掛け に より 設立 し て 
いる 。 京都 か ら 始 まる 、 歴 史 と 伝統 に 培 わ れ た 文化 ・ 暮 らし の 脱 炭 素 化 で 地域 力 を 向上 させ る 
「 ゼ ロカ ー ボ ン 古 都 モ デル 」 と し て 、 脱 炭素 転換 が 困難 と 考え が ちな 文化 遺産 の 転換 モデ ル を 提 
示す る こと で 、 同 じ く 文化 財 や 街並み 保存 に 努め る 全国 の 小 京都 や 世界 歴史 都市 等 へ 展開 可能 で 
ある 。 

既存 住宅 の ZEH レベ ル 化 改修 (部 分 改修 含む ) に つい て は 、 全 国 組織 で ある 一 般 社 団 法人 優良 
スト ッ ク 住 宅 推進 協議 会 と 業務 提携 し て 行う も の で ある こと か ら 、 既 存 住宅 が ある 他 の 自治 体 に 
お いて も 、 同 様 に ZEH レベ ル 化 改修 促進 の 枠組 を 構築 する こと が 可能 で ある 。 


【 波 及 効 果 ・ ア ナウ ンス 効果 ・ 類 似 地域 へ の 展開 に 向け た 具体 策 】 

京都 市 内 に は 、 古 く か ら の 都 で あっ た 歴史 を 背景 に 、 各 宗派 の 本 山 が 集積 し て いる 特徴 が あ 
る 。 本 山 が 所 在 する 京都 市 で の 取組 を 全国 の 関連 寺社 へ 波及 する 影響 力 を 活か すこ と で 、 文 化 遺 
産 の 脱 炭 素 転換 モデ ル を 全国 展開 し て いく 。 

また 、 京 都市 へ は 年 間 約 70 万 人 (コロ ナ 補 前 ) も の 修学 旅行 生 が 訪れ る が 、 脱 炭素 転換 し た 文 
化 遺 産 を EV タク シー で 巡る な ど 、 脱 炭素 型 の 修学 旅行 を 体験 する こと で 、 自 ら の 街 へ の 波及 効果 
が 期待 され る 。 

既存 住宅 に つい て 構築 し た モデ ル は 、 一 般 社団 法人 優良 スト ッ ク 住 宅 推 進 協議 会 と も 連携 し つ 
つ 、 本 市 の 取組 を PR する こと で 、 全 国 展開 が 見 込め る 。 


② 市 内 その 他 の 地域 へ の 拡大 

【 市 内 へ の 波及 効果 ・ ア ナウ ンス 効果 (市 内 へ の 展開 に 向け た 具体 策 ) 】 

先行 地域 の 対象 は 、 寺 社 や 商店 街 、 住 まい 、 学 生 ・ 大 学 と いっ た 、 京 都市 内 に お ける 普遍 的 な 
コミ ュ ニ ティ の 構成 要素 で ある 。 そ の た め 、 先 行 地域 の 取組 は 本 市 内 の 全 エ リア に 展開 可能 で あ 
る 。 

その うえ で 、 先 行 地域 の 取組 の 重要 性 に つい て 理解 を 深め 、 脱 炭素 ライ フス タイ ル へ の 意識 変 
革 を 促す た め 、「 京 都 発 脱 炭 素 ラ イフ スタ イル 推進 チー ムー て 2050 京 創 ミ 一 ティ ング 」 と 連携 し 
て 、 消 費 行動 、 住 まい 、 地 域 の つなが り の テー マ ご と に 、 市民 ・ 事 業者 一 人 一 人 が 、 自 分 ご と と 
し て 取り 組む 脱 炭 素 ア クシ ョ ン を 促す プロ ジェ クト を 創出 する 。 さ ら に 、 市 民 を 対象 と する ワー 
クシ ョ ッ プ や 、 市 民 自 ら 脱 炭 素 ラ イフ スタ イル を 発信 する 市 民 ラ イタ ー 育 成 プ ログ ラム を 通じ て 
取組 を 波及 させ る 。 
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3. 実施 スケ ジュ ー ル 等 
3.1 各 年 度 の 取組 概要 と スケ ジュ ー ル 


【 各 年 度 の 取組 概要 と スケ ジュ ー ル 】 


く 民 生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 実質 ゼロ > 

(取組 全体 ) 

脱 炭 素 先行 地域 の 電力 需要 家 (文化 遺産 、 商 店 街 、 住 宅 、 グ リー ン 人 材 育成 拠点 ) が 所 有する 
各 施 設 に お いて 、 再 エネ 導入 ・ 省 エネ 対策 を 進め た うえ で 、 京 都 広域 再 エ ネグリ ッ ド 協議 会 か ら 
安定 的 に 再 エ ネ 100% 電 力 の 供給 を 受け る こと で 、 民 生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 実質 ゼロ を 
実現 する 。 ま た 、 京 都 広 域 吾 エ ネグリ ッ ド 協議 会 が 供給 する 再 エ ネ 100% 電 力 の 一 部 に は 、 オ フサ 
イト の 電力 を 活用 する 。 


(文化 遺産 ) 

取組 ① : 令 和 5 年 度 か ら 令 和 9 年 度 に か け て 、 文 化 遺 産 へ の 太陽 光 発 電設 備 ・ 蓄 電池 及び 省エネ 
機器 の 導入 を 促進 する (年 間 20 件 )。 ま た 、 設 備 導入 と 同時 に 、 再 エネ 100% 電 力 へ の 
切替 え を 行う 。 

(商店 街 ) 

取組 ② : 令 和 5 年 度 か ら 令 和 9 年 度 に か け て 、PPA を 活用 し な が ら 、 商 店 街 ア ー ケ ー ド へ の 太陽 
光 発 電設 備 の 設置 (2 件 ) 、 商 店 街 店 舗 へ の 太陽 光 発 電設 備 、 蓄 電池 、 省 エネ 機器 の 導 
入 を 促進 する (年 間 40 件 ) 。 ま た 、 設 備 導 入 と 同時 に 、 再 エネ 100% 電 力 へ の 切替 え を 
行う 。 

(住ま い ) 

取組 ③ : 令 和 4 年 度 か ら 5 年度 に か け て 、 既 築 の 戸 建 住 宅 に 居住 する 市 民 に 対す る 改修 ニー ズ を 
掘り 起こ し 改修 を 促進 させ る 体制 を 整備 し 、 令 和 6 年 度 か ら 9 年 度 に か け て 、 改 修 に よ 
る 既存 住宅 の ZEH レベ ル 化 改修 (部 分 改修 を 含む ) を 実施 する (年 間 25 件 )。 

取組 ④ : 令 和 5 年 度 か ら 令 和 9 年 度 に か け て 、 伏 見 工業 高校 跡地 に 次 世代 ZEH 十 の 住宅 性 能 を 備 
えた 脱 炭 素 街区 を 創出 する (400 戸 )。 先 行 し て 、 令 和 5 年 度 に 、 三 宅 市 営 住宅 跡地 に 
ZEH 以上 の 街区 を 創出 する (14 戸 )。 


(京都 広域 再 エ ネグリ ッ ド 協議 会 ) 

取組 ⑤ : 令 和 4 年 度 に 、 小 売 電 気 事業 者 、 発 電 事 業者 ら と と も に 、 京 都 広 域 再 エネ グリ ッ ド 協議 
会 を 設立 し 、 令 和 5 年 度 か ら 令 和 9 年 度 に か け て 、 オ ン サ イト PPA 事業 に よっ て 、 商 店 
街 等 へ の 太陽 光 発 電設 備 の 導入 を 推進 する 。 蓄 電池 制御 に よる 自家 消費 最大 化 、 ま た 、 
余剰 電力 の 融通 に よる 地産 地 消 を 最大 化す る 。 

取組 ⑥ : 市 遊休 地 に 太陽 光 発 電設 備 2, 600kW を 令 和 6 年 度 に 設置 工事 予定 。 当 該 電力 を 京都 広域 
再 エ ネグリ ッ ド 協議 会 を 介し て 先行 地域 の 需要 家 へ 供給 する 。 


(グリ ー ン 人 材 ) 
取組 ⑦ : 令 和 4 年 度 か ら 令 和 9 年 度 に か け て 、 龍 谷 大 学 ・ 立 命 館 大 学 、 京 都市 環境 保全 活動 推進 
協会 、 京 人 角 ミ ー テ ィング と 連携 し て 、 グ リー ン 人 材 育 成 に 関す る プロ グラ ム を 実施 する 
(商店 街 で の 消費 行動 脱 炭 素 転換 、 脱 炭素 型 修学 旅行 の 企画 等 ) 。 
取組 ⑧ : 令 和 5 年 度 か ら 令 和 12 年 度 に か け て 、 学 生 ら の 拠点 で ある 龍谷 大 学 深草 キャ ン パ ス 
(28 施設 )、 立 命 館 大 学 衣笠 キャ ン パ ス ・ 朱 人 雀 キ ャ ン パ ス (36 施設 ) 、 京 エコ ロジ ー セ 
ンタ ー (1 施設 ) を 対象 に 、 建 物 へ の 太陽 光 発 電設 備 及び 蓄電 池 の 導 入 、 機 器 の 省エネ 
改修 、 ま た 再 エ ネ 100% 雷 力 へ の 切替 に よっ て 、 脱 炭素 化す る 。 
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取組 ⑨ : 


取組 ⑪ : 


(ロー カル ・ グ リー ン イ ン パ クト ファ イナ ンス ) 


民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 > 


(移動 の 脱 炭素 ) 
取組 ⑩ : EV タクシー を 、 令 和 4 年 度 か ら 令 和 12 年 度 ま で 計 738 台 を 導入 する (9 年 間 の 導入 


【 ス ケ ジ ュ ー ル 】 


令 和 4 年 度 に 、 地 域 金 融 機関 (京都 銀行 ・ 京 都 信用 金庫 ・ 京 都 中 央 信用 金庫 ) 、 三 井 住 
友信 託 銀 行 、 三 菱 UF J 銀 行 、 プ ラス ソー シャ ルイ ン ベ ス トメ ント 株 式 会 社 ら と 、 ロ ー 
カル ・ グ リー ン イ ン パ クト ファ イナ ンス の 仕組 み 構 築 に 関す る 協定 を 締結 し 、 京 都 脱 央 
素 フ ァ ン ド を 組成 する 。 令 和 4 年 度 以降 、 金 融 機関 、 機 関 投 資 家 ・ 企 業 等 か ら の 大 口 の 
出資 の ほか 、 市 民 向 け に 小口 の 出資 を 募り 、 脱 炭素 事業 を 実施 する 企業 ら の 円 滑 な 資金 
調達 を 支援 する 。 


数 : 1 年 目 88 台 、2 年 目 115 台 、3 年 目 65 台 、4 年 目 85 台 、5 年 目 90 台 、6 年 目 80 
台 、7 年 目 75 台 、8 年 目 70 台 、9 年 目 70 台 )。 

令 和 6 年 度 に 、 伏 見 稲荷 駅 に 太陽 光 発 電設 備 を 導入 する と と も に 、 不 足す る 分 を 再 エ ネ 
調達 し 、 駅 舎 を 脱 炭 素 転換 する 。 


令 和 4 令 和 5 令 和 6 令 和 7 令 和 8 令 和 9 令 和 10 令 和 1 ee 
年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 全 和 和 


让 寺 柄 S 


N O OU 让 三 巍 


a 
TT 


ロ 訓 塵 州 甘 


取組 ① 文化 遺産 の 脱 炭 素 転換 【 目 標 】 令 和 12 年 度 計 100 件 
20 件 20 件 20 件 20 件 20 件 (PV . 董 电 池 . 省 工 订 机 器 导入 ) 
再 エ ネ 電 力 調達 
取組 ② 商店 街 の 脱 炭 素 転換 【 目 標 】 令 和 12 年 度 計 187 店铺 


再 エ ネ 電 力 調達 


調達 
取組 ③・④ 住ま い の 脱 炭素 転換 【 目 標 】 令 和 9 年 度 計 100 件 (既存 )、414 件 (新築) 
25 件 25 件 25 件 25 件 
14 件 400 


取組 ②・⑥ 京都 広域 再 エ ネグリ ッ ド 


取組 ⑦・ グリ ー ン 人 材 育成 ・ 人 材 育成 拠点 の 脱 炭 素 転換 【 目 標 】 令 和 12 年度 計 65 施設 
省エネ 行動 ・ コ ミュ ニテ ィ 


脱 炭 素 街区 エリ ア 脱 炭素 街区 エリ アヘ へ 
デザ イン 社会 実験 で の 検討 の 展開 


脱 炭 素 型 修学 旅行 & 商 店 街 で の 消費 行動 脱 炭素 転換 プロ グラ ム の 企画 ・ 
再 エネ 電力 調達 、 機 器 の 省エネ 改修 


(WV・ 半 電導 和 ) 


取組 ⑨ ファ イナ ンス 


実施 


企業 ・ 市 民 ら に よる 出資 
イン パク ト フ ァ イ ナ ンス 実施 


OM 
山 
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令 和 4 令 和 5 
年 度 年 度 


令 和 6 
年 度 


令 和 7 
年 度 


令 和 8 


年 度 


令 和 9 
年 度 


令 和 10 
年 度 


令 和 111 
年 度 


令 和 12 
年 度 
戟 站 年 上 


2 甘酒 堂 時 節 ③ テ 叶 環 潮 紀 作 洒 


取組 0⑩ タク シー の EV 化 


【目标 】 今 和 12 年 度 導入 


計 738 台 


排 

出 

削 

減 

® 計画 の 進捗 管理 
他 | 京都 市 脱 炭 素 先行 地域 


推進 コン サー シア ム 
発足 
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3.2 直近 5 年 間 で 実施 する 具体 的 取組 等 


【 直 近 5 年 で 実施 する 取組 】 
年 度 取組 概要 
令 和 4 年 度 取組 ① : 文化 遺産 PV の 設計 
取組 ② : アー ケー ド PV の 設計 
取組 ③ : 既存 住宅 ZEH レベ ル 化 改修 の 推進 体制 整備 
取組 ④ : 伏見 工業 高校 等 跡地 の 活用 前 手続 き 
取組 ⑤ : 京都 広域 再 エ ネグリ ッ ド 協議 会 の 設立 
取組 ⑥ : 市 遊休 地 活 用 に 関す る 手続 き 
取組 ⑦ : グリ ー ン 人 材 育 成 (省エネ 行動 ・ コ ミュ ニテ ィ デ ザイ ン 社 会 実験 ) 
取組 ⑨ : ロー カル ・ グ リー ン イ ン パ クト ファ イナ ンス に 関す る 協定 締結 
取組 ⑩ : タク シー の EV 化 (年 間 88 台 ) 
令 和 5 年 度 | 取組 ① : 文化 遺産 の PV・ 蓄 電池 の 導入 、 再 エネ 切替 (年 間 20 件 ) 
取組 ② : 商店 街 の PV・ 蓄 電池 、 省 エネ 機器 の 導入 、 再 エネ 切替 (年 間 42 件 ) 
取組 ③ : 既存 住宅 ZEH レベ ル 化 改修 に 係る 支援 メニ ュー 構築 
取組 ④ : 伏見 工業 高校 等 跡地 の 公募 実施 及び 開発 協議 、 三 宅 市 営 住宅 跡地 の 
ZEH 建築 (14 戸 ) 
取組 ⑤ : 再 エネ 供給 、 オ ン サ イト PPA 导入 、 芝 电池 制御 FS 調査 実施 
取組 ⑥ : 市 遊休 地 に お ける PV の 設計 
取組 ⑦ : グリ ー ン 人 材 育 成 (省エネ 行動 ・ コ ミュ ニテ ィ デ ザイ ン 社 会 実験 、 脱 
炭素 型 修学 旅行 及び 消費 行動 脱 炭素 転換 プロ グラ ム の 企画 ・ 実 施 ) 
取組 ⑧ : グリ ー ン 人 材 拠点 の 脱 炭 素 転換 (2 件 ) 
取組 ⑨ : ファ ンド 組成 、 イ ン パ クト 評価 モデ ル 構 築 及 び 資 金 調達 
取組 ⑩ : タク シー の EV 化 (年 間 115 台 ) 
令 和 6 年 度 | 取組 ① : 文化 遺産 の PV・ 蓄 電池 の 導入 、 再 エネ 切替 (年 間 20 件 ) 
取組 ② : 商店 街 の PV・ 蓄 電池 、 省 エネ 機器 の 導入 、 再 エネ 切替 (年 間 40 件 ) 
取組 ③ : 既存 住宅 の ZEH レベ ル 化 改修 (25 件 ) 
取組 ④ : 伏見 工業 高校 等 跡地 の 街区 設計 
取組 ⑤ : 再 エ ネ 供給 、 オ ン サ イト PPA 導入 、 蓄 電池 制御 EMS 設計 
取組 ⑥ : 市 遊休 地 に お ける PV の 導入 (2, 600kW) 
取組 ⑦ : グリ ー ン 人 材 育 成 (省エネ 行動 ・ コ ミュ ニテ ィ デ ザイ ン 社 会 実験 、 脱 
炭素 型 修学 旅行 及び 消費 行動 脱 炭素 転換 プロ グラ ム の 実施 ) 
取組 ⑧ : グリ ー ン 人 材 拠点 の 脱 炭 素 転換 (5 件 ) 
取組 ⑨ : ファ ンド に よる 資金 調達 及び イン パク ト フ ァ イ ナ ンス 実施 
取組 ⑩ : タク シー の EV 化 (年 間 65 台 ) 
取組 ⑪ : 伏見 稲荷 駅 の カー ボン ニュ ー ト ラル (105kW) 
令 和 7 年 度 | 取組 ① : 文化 遺産 の PV・ 蓄 電池 の 導入 、 再 エネ 切替 (年 間 20 件 ) 
取組 ② : 商店 街 の PV・ 蓄 電池 、 省 エネ 機器 の 導入 、 再 エネ 切替 (年 間 40 件 ) 
取組 ③ : 既存 住宅 の ZEH レベ ル 化 改修 (25 件 ) 
取組 ④ : 伏見 工業 高校 等 跡地 の 街区 開発 工事 ・ 建 築 設計 
取組 ⑤ : 再 エ ネ 供 給 、 オ ン サ イト PPA 導入 、 蓄 電池 制御 EMS 導入 
取組 ⑥ : 市 遊休 地 に お ける オフ サイ ト 発 電電 力 の 供給 
取組 ⑦ : グリ ー ン 人 材 育 成 ( 脱 炭 素 街区 エリ ア で の 検討 、 脱 大 素 型 修学 旅行 及 
び 消 費 行動 脱 炭 素 転換 プロ グラ ム の 実施 ) 
取組 ⑧ : グリ ー ン 人 材 拠点 の 脱 炭 素 転換 (2 件 ) 
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取組 ⑨ : ファ ンド に よる 資金 調達 及び イン パク ト フ ァ イ ナ ンス 実施 

取組 ⑩ : タク シー の EV 化 (年 間 85 台 ) 

令 和 8 年 度 | 取組 ① : 文化 遺産 の PV・ 蓄 電池 の 導入 、 再 エネ 切替 (年 間 20 件 ) 

取組 ② : 商店 街 の PV・ 蓄 電池 、 省 エネ 機器 の 導入 、 再 エネ 切替 (年 間 40 件 ) 

取組 ③ : 既存 住宅 の ZEH レベ ル 化 改修 (25 件 ) 

取組 ④ : 伏見 工業 高校 等 跡地 の 建物 建築 開始 

取組 ⑤ : 再 エ ネ 供 給 、 オ ン サ イト PPA 導入 、 蓄 電池 制御 EMS 運用 

取組 ⑥ : 市 遊休 地 に お ける オフ サイ ト 発 電電 力 の 供給 

取組 ⑦ : グリ ー ン 人 材 育 成 ( 脱 炭 素 街区 エリ ア で の 検討 、 脱 大 素 型 修学 旅行 及 
び 消 費 行動 脱 炭 素 転換 プロ グラ ム の 実施 ) 

取 和 组 @) : グリ ー ン 人 材 拠点 の 脱 炭 素 転換 (3 件 ) 

取組 ⑨ : ファ ンド に よる 資金 調達 及び イン パク ト フ ァ イ ナ ンス 実施 

取組 ⑩ : タク シー の EV 化 (年 間 90 台 ) 

令 和 9 年 度 | 取組 ① : 文化 遺産 の PV・ 蓄 電池 の 導入 、 再 エネ 切替 (年 間 20 件 ) 

取組 ② : 商店 街 の PV・ 蓄 電池 、 省 エネ 機器 の 導入 、 再 エネ 切替 (年 間 27 件 ) 

取組 ③ : 既存 住宅 の ZEH レベ ル 化 改修 (25 件 ) 

取組 ④ : 伏見 工業 高校 等 跡地 の 建物 竣工 ( 戸 建 100 戸 、 集 合 300 戸 、 業 務 用 建 
物 1 棟 )、 入 居 開 始 

取組 ⑤ : 再 エ ネ 供 給 、 オ ン サ イト PPA 導入 、 蓄 電池 制御 EMS 運用 

取組 ⑥ : 市 遊休 地 に お ける オフ サイ ト 発 電電 力 の 供給 

取組 ⑦ : グリ ー ン 人 材 育 成 ( 脱 炭 素 街区 エリ ア で の 検討 、 脱 大 素 型 修学 旅行 及 
び 消 費 行動 脱 炭 素 転換 プロ グラ ム の 実施 ) 

取組 ⑧ : グリ ー ン 人 材 拠点 の 脱 炭 素 転換 (5 件 ) 

取組 ⑨ : ファ ンド に よる 資金 調達 及び イン パク ト フ ァ イ ナ ンス 実施 

取組 ⑩ : タク シー の EV 化 (年 間 80 台 ) 


【 6 年 目 以降 事業 最終 年 度 の 取組 ・ 方 針 】 

取組 ① て ⑨ に よっ て 、 民 生 部 門 の 脱 炭 素 転換 を 実現 。 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 活性 化 を は じ め 、 相 
乗 効果 を 生み 出し て いく た め 、 京 都 広域 青 エ ネグリ ッ ド 協議 会 、 フ ァ イ ナ ンス 及び グリ ー ン 人 材 
育成 の 取組 を 引き 続き 実施 する 。 

取組 0 タク シー の EV 化 に つい て は 、 令 和 9 年 度 時 点 で 70% の EV 転換 を 実現 。2030 年 全車 EV 化 
に 向け て 、 引 き 続 き 実施 する 。 

取組 の 進捗 に つい て は 、 本 市 内 部 の 推進 を 担う 「 京 都市 脱 炭 素 先行 地域 検討 チー ム 」 で 定期 的 
に 報告 し 、 万 が 一 遅れ が 生じ る 場合 は 追加 策 を 検討 する 。 ま た 取組 を 市 内 全域 に 波及 する た め 、 
を 実施 する 「 京 都 発 脱 炭素 ライ フス タイ ル 推 進 チ ー ム て 2050 京 創 ミ 一 ティ ング 」 と 連携 し 
て 、 市 民 ・ 事 業者 一 人 一 人 が 、 自 分 ご と と し て 取り 組む 脱 炭 素 ア クシ ョ ン と し て 取組 を 波及 させ 
る 。 


【 計 画 期間 後 も 脱 炭 素 効果 を 継続 する た め の 方 針 等 】 

京都 広域 王 エ ネグリ ッ ド 協議 会 に よる 安定 的 な 再 エネ 供給 、 金 融 機関 と 連携 し た ロー カル ・ グ 
リー ン イ ン パ クト ファ イナ ンス に よる 資金 調達 の 円 滑 化 を 図り 、 京 都市 内 に お ける 脱 炭 素 事 業 の 
展開 を 支援 する 。 
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4. 関係 者 と の 連携 体制 と 合意 形成 状況 等 
4.1 関係 者 と の 連携 体制 と 合意 形成 状況 


【 各 主体 の 役割 】 
〇 本 市 
先行 地域 の 総合 的 な 事業 推進 、 関 係 者 と の 各種 調整 ・ 支 援 の 役割 を 担い 、 震 要 家 の 掘り 起こ 
し 、 合 意 形成 を 主体 的 に 行う 。 


〇 需要 家 (文化 遺産 100 件 、 商 店 街 及 び 加 盟 店 187 店 舗 、 住 宅 414 戸 、。 グ リー ン 人 材 育成 拠点 65 施設 
自ら の 施設 で の 再 エ ネ 100% 転 換 を 達成 する た め 、 独 自 又は オン サイ ト PPA に よる 自身 の 施 
設 に お ける 再 エ ネ 設 備 設置 、 相 対 契 約 に よる 他 施 設 で 発電 され た 再 エ ネ 電 力 の 積極 的 な 消費 を 
行う 。 ま た 、 余 剰 分 に つい て は 、 京 都 広域 吾 エ ネグリ ッ ド 協議 会 の 参画 事業 者 に 対し て 売 電 
し 、 域 内 の 再 エ ネ 地 産地 消 を 促進 する 。 


〇 京都 広域 再 エ ネグリ ッ ド 協議 会 (地域 新 電力 、PPA 事業 者 、 再 エネ 発電 事業 者 ) 

脱 炭 素 先行 地域 の 電力 需要 家 へ 安定 的 に 再 エ ネ 供 給 を 行う た め 、 京 都 広域 王 エ ネグリ ッ ド 
協議 会 を 設立 する 。 本 協議 会 の 取組 と し て 、 地 域 貢献 型 で オフ サイ ト の 再 エ ネ 電 源 を 開発 す 
る と と も に 、 脱 炭素 先行 地域 の 電力 融 要 家 間 で の 余剰 電力 の 融通 、 デ マン ドレ スポ ンス 等 で 
需給 調整 し な が ら 、 再 エネ の 地産 地 消 を 進め る 。 ま た 、 電 力 需要 家 が 支払 っ た 電気 代 の 一 部 
を 地域 避 元 する こと に より 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 拠 点 (文化 遺産 、 商 店 街 ) で の 人 々 の つなが 
り を 活性 化 さ せる 活動 を 支援 する 。 

な お 、 市 遊休 地 を 活用 し た メガ ソー ラー の 整備 に つい て は 、 プ ロ ポ ー ザ ル に より 再 エ ネ 発 電 
事業 者 を 選定 し た うえ で 、 京 都 広域 再 エ ネグリ ッ ド 協議 会 の 地域 新 電力 に 対し て 豊富 な 再 エ 
ネ を 供給 する 。 


〇 金融 機関 (京都 銀行 、 京 都 信用 金庫 、 京 都 中 央 信用 金庫 、 三 井 住友 信託 銀行 、 三 菱 UFJ 
銀行 、 プ ラス ソー シャ ルイ ン ベ ス トメ ント ) 

脱 炭 素 事業 を 実施 する 企業 ら の 円 滑 な 資金 調達 を 支援 する た め 、 ロ ー カ ル ・ グ リー ン イ ン 
パク ト フ ァ イ ナ ンス の 仕組 み 構築 に 関す る 協定 を 締結 予定 で ある 。 本 枠組 み に 基 づき 、 人 金融 
機関 、 機 関 投資 家 ・ 企 業 等 か ら の 大 口 の 出資 の ほか 、 市 民 向 け に 小口 の 出資 を 募る 。 


〇 送 配 電 事 業者 (関西 電力 送 配電 株 式 会 社 ) 
送電 シス テム の 維持 管理 を 行い 、 地 域 の 安定 し た 電力 供給 を 支え る ほか 、PPA 事業 者 か ら の 
系 統 連 系 等 の 要望 に 対し て 、 積 極 的 に 応じ る 。 


〇 その 他 企 業 等 (グリ ー ン 人 材 育成 ) 
大 学 (龍谷 大 学 、 立 命 館 大 学 ) 、 京 都市 環境 保全 活動 推進 協会 、 京 側 ミ ー テ ィング が 連携 し 
て 、 脱 炭素 先行 地域 を フィ ー ル ド に し た グリ ー ン 人 材 育成 に 取り 組む 。 


〇 京都 市 脱 炭 素 先行 地域 推進 コン ソー シア ム 
地域 の 経済 団体 、 金 融 機 関 、 京 都 広 域 吾 エネ グリ ッ ド 協議 会 の 参画 企業 を は じ め 中 核 企 業 
等 が 主体 的 に 参加 する 「 京 都市 脱 炭 素 先行 地域 推進 コン ソー シア ム 」 を 設置 し 、 密 に 連携 を 
図り な が ら 取 組 を 進め て いく 。 
な お 、 本 コン ソー シア ム 設 立 に 先立ち 、 令 和 4 年 2 月 に 「 京 都市 脱 炭 素 先行 地域 推進 コン 
ソー シア ム (準備 会 )」 を 立ち 上 げ て お り 、 同 年 8 月 に も 準備 会 を 開催 し 、 選 定 後 速やか に 事 
業 を 実施 する た め 、 議 諭 を 深め て いる 。 


46 


【 関 係 者 と の 連携 体制 】 


【 協 定 締結 】 


金融 機関 


京都 銀行 

京都 信用 金庫 

京都 中 央 信用 金庫 

三井 住友 信託 銀行 

三菱 UFJ 銀行 

AD ルル 
イン ベス トメ ント 


く 企 業 ・ 金 融 機関 等 


と の 推進 体制 > 


京都 市 脱 炭 素 先行 地域 
推進 コン ソー シア ム 


庁 体制 > 


京都 市 脱 庶 素 先行 地域 


検討 チー ム 


合意 形成 】 京都 市 【 協 議会 設置 】 
EE 
本 a 【 余 剰 電力 売 電 】 
ーーー | 大 陽光 発電 ・ 蓄 電池 に | 
文化 遺産 [支援 京 
都 
100 件 【 再 エネ 電力 販売 】 
^ 広 
域 
【 余 剰 電力 売 電 
- 太陽 光 発 電 ・ 蓄 電池 四 呈 
商店 街 【 オ ン サ イト PPA 実施 】 ネ 
187 店铺 ES リ 
【 再 エネ 電力 販売 】 ツ 
[ 電 いい 
ド 
i 【 余 剰 電 力 売 電 】 協 
太陽 光 発 電 ・ 蓄 電池 に ーー  、 、 - ]2| 
住宅 [支援 会 
户 建 住宅 _ 
114 戸 【 再 エネ 電力 販売 】 
集合 住宅 
300 戸 発 小 
業務 建物 に 固 
1 棟 半 务 
又 
者 事 
上 太陽 発電 ・ 攻 電池 | 「 例 電 】 』 倒 
グリ ー ン 人 材 
育成 拠点 【 再 エネ 電力 販売 】 
2 大 学 ・1 団体 
4 
【 地 域 還元 】 
設備 設置 
[设备 设置 补助 】 天才 市 
| | 
a i 
1 需要 和 家 | ここ 5 
== = | 多 ”一 一 ご 
| 既存 戸 建 住宅 [= 補 信 ニー ズ 舞 り 思 こし 】 工 凶 店 ・ 八 ウス メー カー 
100 戸 | 
大 陽光 発電 ・|- ーー* 
蓄電 池 
| 【 再 エネ 電力 販売 】 
【 余 剰 電力 売 電 】 


PPA 事業 者 、 地 域 新 電力 、 再 エネ 発電 事業 者 、 金 融 機関 、 送 配電 事業 者 糸 等 と の 合意 状況 


主体 調整 ・ 協 議 内 容 調整 状況 (合意 形成 状況 ・ 設 立 準備 状況 ) 
安定 的 な 実 選定 済 口 選定 興味 あし 
PPA 事業 者 。 | の 安定 的 な 実施 画 選 定 済 口 選定 中 ( 社 興 味 あり ) 


口 今後 選定 開始 ( 年 月 予定 ) 
京都 広域 再 エ ネグリ ッ ド へ | 画 合 意 済 口 協議 中 


上 司 
ka ロ 今 後 協議 開始 ( 年 月 予定 ) 
(既存 の 場合 ) RE 
余剰 再 エネ 電力 の 買取 り 天 合意 济 口 协议 中 


地域 新 電力 | 再 エ ネ メ ニ ュー の 提示 站 
(新設 の 場合 ) 口 设 立 济 口 関係 者 と 調整 中 

口 体制 検討 中 ( 年 月 予定 ) 
ロー カル ・ グ リー ン イ ン パ 合意 済 口 協議 中 

金融 機関 クト ファ イナ ンス の 枠組 み | 口 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 ) 
構築 、 フ ァ ン ド 形 成 
PPA 事業 者 や 地域 新 電 力 と | 口 合意 济 口 协议 中 


送 配電 事業 者 


の 系 統 連 系 今後 協議 開始 ( 令 和 4 年 10 月 予定 ) 
その 他 企 業 等 グリ ー ン 人 材 育成 一 合意 済 口 協議 
(地元 企業 等 ) 口 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 ) 
〇 PPA 事業 者 


脱 炭 素 先行 地域 選定 後 速やか に 発足 予定 の 「 京 都 広 域 握 エネ グリ ッ ド 協議 会 」 の 参画 事業 者 
に お いて 、 事 業 実施 を 行う 。 オ ムロ ン ソ ー シ ア ル ソ リ ュー ショ ンズ 株 式 会 社 (本 社 ・ 京 都市 )、 
テラ エナ ジー 株 式 会 社 (本 社 ・ 京 都市 ) か ら 参 画 の 承諾 を 得 て い る 。 


〇 再 エ ネ 発 電 事 業者 
脱 炭 素 先行 地域 選定 後 速やか に 発足 予定 の 「 京 都 広域 吾 エ ネグリ ッ ド 協議 会 」 の 参画 事業 者 に 
お いて 、 事 業 実施 を 行う 。 株 式 会 社 プ ラス ソー シャ ル (本 社 ・ 京 都市 ) か ら 参画 の 意思 表示 を 得 
て いる 。 今後 、 事 業 採算 性 を 踏ま えた 具体 的 な 事業 規模 に つい て 協議 。 
な お 、 市 遊休 地 を 活用 し た オフ サイ ト の 再 エ ネ 電 源 の 開発 は 、 脱 炭素 先行 地域 の 選定 後 速 や か 
に 、 事 業者 の 公募 を 経て 実施 する も の で ある 。 


〇 地域 新 電力 
脱 炭 素 先行 地域 選定 後 速やか に 発足 予定 の 「 京 都 広域 王 エ ネグリ ッ ド 協議 会 」 の 参画 事業 者 
に お いて 、 事 業 実施 を 行う 。 テ ラ エ ナジ ー 株 式 会 社 (本 社 ・ 京 都市 ) か ら 参 画 の 承諾 を 得 て い 
る 。 


〇 金融 機関 
令 和 4 年 1 月 か ら 、 地 元 金 融 機関 3 行 (京都 銀行 、 京 都 信用 金庫 、 京 都 中 央 信用 金庫 )、 三 井 
住友 信託 銀行 、 三 菱 UF J 銀 行 と の 協議 を 重ね て お り 、 計 画 へ の 一 定 の 理解 は 得 ら れ て いる 。 
また 、 市 民 出 資 型 を 含む ファ ンド 形成 に 当たり 、 プ ラス ソー シャ ルイ ン ベ ス トメ ント 株 式 会 社 
(本 社 ・ 京 都市 ) か ら 参画 の 承諾 を 得 て い る 。 
〇 送 配電 事業 者 
令 和 4 年 1 月 か ら 協 議 を 実施 し 、 事 業 全体 に 対す る 協力 に 関し て は 合意 済み 。 系統 連 系 の 詳 
細 に つい て は 、 今 後 、 再 エネ 発電 事業 者 及び PPA 事業 者 か ら 協 議 が 直接 行わ れる 。 
〇 グリ ー ン 人 材 育成 
大 学 (龍谷 大 学 、 立 命 館 大 学 ) 、 京 都市 環境 保全 活動 推進 協会 、 京 信 ミ ー テ ィング か ら 参 画 の 
承諾 を 得 て い る 。 特 に 、 脱 炭素 体験 型 の 修学 旅行 の 企画 に つい て は 、 株 式 会 社 TB、 エ ム ケ イ 株 
式 会 社 と 協 働 し て 行う こと を 合意 済み で ある 。 引 き 続 き 、 本 件 に 取り 組む 企業 の 拡大 を 目指 す と 
と も に 、 大 学 等 コア リ シ ョ ン の 場 等 を 通じ て グリ ー ン 人 材 育成 拠点 で の 取組 を 市 内 大 学 へ も 波及 
させ て いく 。 
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4.2 事業 継続 性 


【 事 業 継続 性 の 確保 に 係る 試算 ・ 検 討 の 状況 】 
新規 の 再 エ ネ 発 電設 備 の 導入 方 法 と し て 、 ま ず オ ン サ イト 型 と オフ サイ ト 型 に 分 類 さ れ 、 オ ン 
サイ ト 型 は さら に 自己 資金 に よる 自家 消費 型 と PPA 事業 者 が 介在 する 自家 消費 型 の 二 つ に 細分 化 


され る 。 そ れ ぞ れ の 事業 スキ ー ム ご と の 採算 性 に つい て 試算 を 行い 、 そ の 事業 性 評価 と 投資 回 収 
の 見 通し に つい て 以下 に 示す 。 


〇 自家 消費 型 再 エネ 導入 (オン サイ ト ・ 自 己 投資 ) 
文化 遺産 群 及 び グ リー ン 人 材 育 成 拠点 群 に お いて 、 自 家 消費 型 の 大 陽光 発電 設備 の 導入 を 予 


定 し て いる 。 単純 投資 回 収 年 数 は 、 い ずれ も 3~4 年 程度 の 見 込み で あり 、 事 業 の 採算 性 が ある 
と 確認 で き て いる 。 


文化 遗产 群 グリ ー ン 人 材 育成 拠点 群 

投資 総額 222, 453, 227 円 100, 750, 000 円 

電力 料金 削減 効果 (年 間 ) 59, 837, 719 円 33, 539, 952 円 
投資 回 収 年 数 3. 7 年 3.0 年 


〇 自家 消費 型 再 エネ 導入 (オン サイ ト ・PPA 事業 ) 
商店 等 エリ ア 及 び 住宅 群 ・ エ リア に お いて 、PPA を 活用 し た 自家 消費 型 の 太陽 光 発 電設 備 の 導 


入 を 予定 し て いる 。 単 純 投資 回 収 年 数 は 、 い ずれ も 6 年 程度 の 見 込み で あり 、 事 業 の 採算 性 が 
ある と 確認 で き て いる 。 


商店 街 エ リア 住宅 群 ・ エ リア 
投資 総額 53, 250, 000 円 159, 933, 333 円 
電力 料金 削減 効果 (年 間 ) 8, 533, 761 円 25, 808, 579 円 
投資 回 収 年 数 6.2 年 6.2 年 


〇 災 要 家 へ の 電力 供給 事業 (オフ サイ ト ) 


オフ サイ ト で 発電 し た 電力 を 先行 地域 エリ ア へ 供給 する 場合 の 採算 性 を 示す 。 供 給 先 は 主 に 


商店 街 を 想定 する 。 単 純 投資 回 収 年 数 は 、5.5 年 程度 の 見 込み で あり 、 事 業 の 採算 性 が ある と 確 
認 で き て いる 。 


オフ サイ ト 
投資 総額 393 136, 667 円 
売上 総 利益 ( 初 年 度 ) 71,097, 922 円 
投資 回 収 年 数 5.5 年 


【 金 融 機関 と の 調整 状況 及び 資金 調達 の 見 通し 】 

地元 金融 機関 3 行 (京都 銀行 、 京 都 信用 金庫 、 京 都 中 央 信用 金庫 ) 、 三 井 住友 信託 銀行 及び 三菱 
UFJ 銀行 と の 協議 を 重ね て お り 、 計 画 に 基づく 脱 上 炭素 プロ ジェ クト に 対し 、 ロ ー カ ル ・ グ リー ン イ 
ン パ クト ファ イナ ンス の 枠組 み に よ り 連 携 し て 民間 資金 を 供給 する こと に 一 定 の 理解 は 得 ら れ て 
いる 。 ま た 、 第 二 種 金融 商品 取引 業 を 行う プラ スソ ー シ ャ ルイ ン ベ ス トメ ント と 協業 し 、 京 都 脱 


炭素 ファ ンド を 組成 する こと で 、 市 民 出資 と いっ た 、 資 金 面 で の 市 民 参加 を 可能 と する スキ ー ム 
を 想定 し て いる 。 


49 


4.3 地方 公共 団体 内 部 の 推進 体制 


) 推進 体制 

京都 市 で は 、 地 球 温暖 化 対策 及び エネ ルギー 需給 に 関す る 施策 を 総合 的 か つ 計画 的 に 推進 する 
た め 、 市 長 を 本 部 長 と する 「 京 都市 1.5C を 目指 す 地 球 温暖 化 対策 推進 本 部 」 を 設置 し て いる 。 同 
推進 本 部 の 施策 推進 チー ム と し て 「 京 都市 脱 炭 素 先行 地域 検討 チー ム 」 を 発足 し て お り 、 全 庁 横 
断 的 に 事業 を 推進 する 。 ま た 、 取 組 の 進捗 に 応じ て 、 構 成員 の 追加 等 を 行う 。 


京都 市 1.5C を 目指 す 地球 温暖 化 対 策 推進 本 部 京都 市 環境 審議 会 
本 部 長 : 市 长 地球 温暖 化 対策 推 


副本 部 長 : 全 3 副 市 長 進 委員 会 


亚 讲 中 中 
吉 瑟 邓 千 人 谨 ーー 


環 総 産 
境 合 業 
政 企 観 
策 画 光 
局 局 局 


は 
ぐ 
く 
内 
局 
施 策 推进 于 一 人 
京都 市 脱 炭素 先行 地域 検討 チー ム 会 議 
地球 温暖 化 対策 室 
环境 政策 后 
人 
行 财政 局 資産 イノ ベー ショ ン 推 進 室 


総合 企画 局 都市 経営 戦略 室 

文化 市 民 局 地域 自治 推進 室 

産業 観光 局 地域 企業 イノ ベー ショ ン 推 進 室 
都市 計画 局 住宅 室 

上 下 水 道 局 経営 戦略 室 

教育 委員 会 教育 環境 整備 室 

(2) 進捗 管理 の 実施 体制 ・ 方 針 

学識 、 環 境 保全 活動 団体 、 事 業者 団体 等 で 構成 する 「 京 都市 環境 審議 会 地球 温暖 化 対策 推進 委 
員 会 」 に 年 1 回 報告 し 、 進 捗 状況 に つい て の 点検 を 行う 。 同 委員 会 か ら 適切 な 助言 を 得 な が ら 、 
2025 年 まで に 道筋 を 付け る と と も に 、 そ の 先 の 2030 年 ゼロ に 向け て 、 計 画 を 着実 に 実行 し て い 
く 


また 、 人 金融 機関 と 連携 し て イン パク ト フ ァ イ ナ ンス に よる 支援 体制 の 構築 を 予定 し て いる が 、 
本 計画 全体 の イン パク ト を モニ タリ ング する 中 に お いて も 、 事 業 進捗 の 評価 を 得る こと に より 、 
適切 な 進捗 管理 を 行う 。 
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4.4 これ まで の 脱 炭 素 に 関す る 取組 


脱 炭 素 に 関す る 取組 


本 市 は 、 京 都議 定 書 誕生 の 地 、IPCC 京都 ガイ ドラ イン 採択 の 地 と し て 、2019 年 5 月 に 全国 の 自 
治 体 に 先駆 け て 2050 年 CO2 排出 量 正味 ゼロ を 宣言 、 日 本 初 の 脱 石炭 連盟 へ の 加盟 な ど 、 ゼ ロカ ー 
ボン シテ ィ の 先陣 を 切っ て きた 。 ま た 、 指 定 都市 自然 エネ ルギー 協議 会 の 会 長 、 ゼ ロカ ー ボ ン 市 
区 町 村 会 議 の 副 会 長 、 持 続 可能 な 都市 と 地域 を 目指 す ICLEI 東 ア ジア 地域 理事 会 の 議長 、 世 界 気 
候 エ ネル ギー 首長 約 約 / 日 本 の 運営 委員 長 と し て 、 国 内 外 の 自治 体 連 携 を 先導 し て きた 実績 を 有 す 
る 。 


取組 内 容 実施 済 実施 年 度 
公営 企業 ( 再 エ ネ 等 発電 事業 者 ) ロ 年 度 
晒 目 局 に よる 電気 事業 の 実施 

取組 地域 新 電力 の 設立 口 年 度 
独自 条例 (建築 物 へ の 再 エネ 導入 義務 ) 画 平成 22 年 度 ~ 
単独 事業 ( 再 エ ネ 地 域 間 連 携 ) 画 令 和 3 年 度 ~ 

前 に 環境 未来 都市 口 年 度 
SDGs 未来 都市 国 令 和 3 年 度 ~ 
補助 事業 バイ オマ ス 産 業 都市 画 平成 29 年 度 ~ 
その 他 補 助 事業 (重点 対策 加速 化 事業 ) 画 令 和 4 年 度 ~ 


【 取 組 名 (事業 名 )】 
京都 市 地球 温暖 化 対策 条例 に 基づく 再 エ ネ 導 入 最 大 化 ア クシ ョ ン 


【 実 施 時 期 】 
2020 年 改正 条例 に より 義務 強化 ( 令 和 4 年 4 月 施行 ) 


【 取 組 の 目的 】 

地球 温暖 化 対 策 に 特 化し た 全国 初 の 条例 で ある 「 京 都市 地球 温暖 化 対策 条例 」 (愛称 : 2050 
京 か ら CO2 ゼロ 条例 。 以下 「 条 例 」 と いう 。) に お いて 、 建 物 規模 に 応じ た 「 再 エネ 設備 導 
入 義 務 制度 」 や 「 再 エネ 導入 に 係る 建築 士 の 説明 義務 制度 」 を 創設 する こと に より 、 建 策 
物 へ の 再 エ ネ 導 入 を 促進 する 。 


【 取 組 の 概要 】 
GD 再 エ ネ 設 備 導入 義務 制度 (2020 年 条例 改正 に より 義務 強化 ) 
特定 建築 物 ( 延 床 2, 000 m* 以上) を 新築 又は 増築 する 建築 主 に 対し て 、2020 年 条例 


改正 に お いて 再 エネ 利用 設備 の 導入 義務 を 強化 し 、 導 入 基準 を 一 律 3 万 MJ/ 年 か ら 延 床 
面積 に 応じ て 6 万 MU~45 万 MJ/ 年 へ 引き 上 げ 。 

準 特定 建築 物 ( 延 床 300 my 以上 2, 000 mW 未満 ) を 新築 又は 増築 する 建築 主 に 対し 
て 、2020 年 条例 改正 に お いて 新た に 義務 対象 に 追加 し 、 一 律 3 万 MJ/ 年 の 再 エネ 利用 設 
備 の 導入 を 義務 化 。 

令 和 4 年 5 月 に 選定 を 受け た 重点 対策 
加速 化 事業 を 活用 し 、 条 例 に 基づく 基準 
を 超え て 大 陽光 発電 設備 を 設置 し よう レダ — cSt 
と する 場合 に 、 設 置 費用 を 支援 する ¥ 
事業 を 新設 。 義 務 量 以上 の 導入 を 誘導 。 | ーー 


半 特 定 建 筑 物 ・ 3 万 M〕 


で 


15,000nf 


《上 限 ) 
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② 再 エ ネ 導 入 に 係る 建築 士 の 説明 義務 制度 (2020 年 条例 改正 に より 新設 ) 
建築 物 を 新築 又は 増築 する 際 に , 施主 が 再 エネ 設備 導入 を 検討 する に 当たっ て は , 建 
築 物 の 設計 に 携わる 建築 士 の 役割 が 大 きい こと か ら , 再 エ ネ 設 備 の 導入 に よっ て も た ら 
され る 環境 , 経済 , 防災 の メリ ッ ト を わか りや すく 施主 に 伝え る よう , 建築 士 の 説明 を 
義務 化 。 
【 取 組 名 (事業 名 )】 
新 景観 政策 に 基づく 太陽 光 発 電設 備 の 運用 基準 の 制定 
【 実 施 時 期 】 
平成 1 9 年 9 月 か ら 実 施 
(分 か りや すく 設置 し や すい 基準 と する た め 、 平 成 2 5 年 に 「 太 陽光 パネ ル の 景観 に 関す 
る 運用 基準 」 を 改定 ) 
【 取 組 の 目的 】 
京都 の 優れ た 景観 を 守り 、 育 て 、5 0 年 後 、 1 0 0 年 後 の 未 来 へ と 引き 継い で いく た め に 、 
建築 物 の 高 さ と デザ イン 、 屋 外 広告 物 の 規制 等 を 全市 的 に 見 直し た 「 新 景観 政策 」 を 平成 19 
年 9 月 に 実施 。 そ の 中 で 、 太 陽光 発電 設備 は 、 地 球 環境 に 配慮 し た 低 炭 素 社会 を 促進 する 重要 
な ツー ル と し て 、 地 域 の 景観 と 調和 し 、 周 囲 の 町 並み に 溶け 込ん だ も の と する た め 、 基 準 を 定 
め て いる 。 
【 取 組 の 概要 】 
京都 の 景観 と 調和 し た 太陽 光 発 電設 備 の 利用 を 促進 する た め 、 以 下 の 共 通 基 準 を は じ め 、 太 
陽光 パネ ル の 設置 基準 を 明確 化し て いる 。 平成 25 年 の 運用 基準 の 改定 に より 、 主 要 な 国内 メ 


ー カ ー の 大 陽光 パネ ル を 設置 可能 な エリ ア が 市 街 化 区 域 で 5% か ら 989% に 拡大 する な ど 、 大 陽 
光 パ ネル を 設置 し や すく な っ て いる 。 

パネ ル の 色 は 、 黒 、 濃 い 灰 色 、 濃 紺色 (原則 と し て 彩 度 2 以下 の も の ) と する 。 

配管 及び 配線 等 の 色 は 、 屋 根 や 外壁 の 色 と 同 等 色 に する な ど 、 目 立た な いよ うに する 。 

パネ ル の 最上 部 は 建築 物 の 棟 の 高 さ を 超え ず 、 屋 根 に 密着 させ る 。 枠 は 黒 又 は 濃い 灰色 

屋根 面 と パネ ル に 隙間 が で きる 場合 は 、 軒 先 に 黒色 の カバ ー を 設置 する 。 


【 取 組 名 (事業 名 )】 

会 津 若松 市 と の 再生 可能 エネ ルギー の 活用 を 通じ た 連携 

【 実 施 時 期 】 

令 和 3 年 度 ~ 

【 取 組 の 目的 】 

福島 県 会 津 若松 市 と 連携 協定 を 締結 し 、 再 生 可能 エネ ルギー 源 を 豊富 に 有する 地域 と の 連携 
に よる 再生 可能 エネ ルギー 電気 の 供給 体制 を 構築 する 。 地 域 循環 共生 囲 の 理念 に 基づき 、 再 エ 
ネ の 創出 ・ 導 入 ・ 利 用 拡大 と 、 脱 炭素 化 の 推進 を 通じ た 住民 ・ 地 域 企業 主体 の 相互 の 地域 活力 
の 創出 を 図る も の で ある 。 


【 取 組 の 概要 】 
令 和 3 年 9 月 に 会 津 若松 市 と 京都 市 に よる 再生 可能 エネ ルギー の 活用 を 通じ た 連携 協定 
を 締結 
連携 協定 に 基づく 取組 と し て 、 京 都市 内 で 実施 する 再 エネ 電気 の 共同 購入 事業 「EE 
電 」 に お いて , 会 津 若松 市 内 で 発電 され た 再 エネ 電気 を 活用 
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5. 2030 年 度 ま で に 目指 す 地 域 脱 炭 素 の 姿 


【2030 年 度 ま で に 目指 す 地 域 脱 炭 素 の 姿 】 

市 域 全 体 で の 2050 年 C02 排出 量 正味 ゼロ (以下 , 「2050 ゼロ 」 と いう 。) に 向け て , 2030 年 
度 ま で に 2013 年 度 比 で 温室 効果 ガス 排出 量 46% の 削減 を 目指 す に 当たり , 2021 年 3 月 に 「 京 都 
市 地球 温暖 化 対策 計画 < く 2021 一 2030>」 を 策定 し た 。 同 計画 に お いて , 脱 炭 素 に よっ て 目指 す 社 
会 像 と し て , 自然 と の 共生 の 中 で 育ん で きた 生活 文化 や 知恵 , 新た な 技術 が 融合 し , 脱 炭 素 が 生 
活 の 質 の 向上 , 持続 可能 な 経済 発展 と 共に 実現 され て いる 「 将 来 の 世代 が 夢 を 描け る 豊か な 京 
都 」 を 掲げ て いる 。 

2030 年 469% 削 減 に 向け , 消費 電力 に 占め る 再 エ ネ 割 合 35% 以 上 , 太陽 光 発 電設 備 導 入 量 2 
倍 , 新築 住宅 の ZEH 標準 な ど を 目指 し , ライ フス タイ ル , ビジ ネス , エネ ルギー, モビ リティ の 
4 分 野 を 脱 炭 素 な も の に 転換 する 施策 を 展開 し て いる 。 


【 改 正 温 対 法 に 基づく 地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 】 
地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 状況 
改正 温 対 法 に 基づく 地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 状況 等 
画 改 定 済 (2021 年 12 月 ) 
事務 | 改定 中 ( 年 月 策定 予定 
事業 編 | 口 改定 予定 な し 
(理由 : ) 
ロロ 策定 ・ 改 定 済 ( 年 月 ) 
口 策 定 . 改定 中 ( 年 月 策定 ・ 改 定 予定 ) 
区 域 | 画策 定 ・ 改 定 予定 な し 
施策 編 | (理由 : 温 対 法 改 正 に 先立ち 2021 年 3 月 に 計画 改定 済み 。 国 の 46% 目 標 の 表明 を 
踏ま え 、 同 年 9 月 に は 46% に 目標 を 引き 上 げ 、 既 に 改正 温 対 法 及び 温 対 計画 に 沿 
っ た 内 容 で ある 。) 
設定 済 ( 年 月 
促进 区 域 | 国术 寺中 (計画 策定 か ら 5 年 を 目途 に 見 直し を 検討 する も の 。) 
の 設定 Dee ば こ 
口 設定 予定 な し 


地方 公共 団体 実行 計画 (改定 見 込み を 含む ) の 目標 に つい て は 、 以 下 の と お り で ある 。 


【 事 務 事 業 編 】 
京都 市 役所 CO2 削減 率先 実行 計画 <2021-2030> (2021 年 12 月 策定 ) 
計画 期間 : 2021 年 度 か ら 2030 年 度 まで 
削減 目標 : 温室 効果 ガス 総 排出 量 を 2030 年 度 に 2013 年 度 比 46% 削 減 。 業 務 部 門 (交通 事業 及び 
廃棄 物 部 門 を 除く 事業 ) で は 、57. 7% 削 減 。 
対象 目标 值 
eenvwrue |2030 年 度 まで に 2018 年 度 比 で 46% 削 減 
温 宣 効果 ガス 総 排出 量 (業務 部 門 (交通 事業 及び 廃棄 物 部 門 を 除く 事業 ) で は 、57. 7% 削 減 ) 
「 京 都市 公共 建築 物 脱 炭 素 仕様 」 に 基づき 、 新 築 及 び 増 築 工事 に 
お いて 再 エ ネ 利 用 設備 を 最大 限 導入 する 。 延 床 面積 に 応じ た 導入 


目標 を 設定 
太陽 光 発 電設 備 を 設 2, 000 mi 以 上 いずれ か 小さ い 値 以上 
・ 延 床 面積 x 40MJ/m・ 年 
・45. 000MJ/ 年 
300 nf 以上 2, 000 mi 未 满 いずれ か 大 きい 値 以上 
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・ 延 床 面積 x40MJ/m・ 年 
・40, 000MJ/ 年 


300 未満 


一 律 30, 000MJ/ 年 


「 京 都市 公共 建築 物 脱 炭 素 仕様 」 に 基づき 、 新 築 及 び 増 築 工 事 に 
お ける 高 断熱 化 ・ 省 エネ 化 を 推進 。 用 途 に 応じ て 、 外 皮 和 性 能 の 削 
減 率 及び 一 次 エネ ルギー 消費 量 基準 の 数 値 目 標 を 設定 。 


さら に 、 


公共 施設 の 省エネ ルギー | 計画 段階 か ら 積 極 的 に ZEB の 実現 に 向け て 検討 
対策 の 徹底 7 外皮 性 能 の 削減 率 | 一 次 エネ ルギー 消費 
(BPI 2) 量 基準 (BEI 3) 
学校 、 庁 舎 0.75 以下 0.75 以下 
住宅 上 0.85 以下 

公用 車 の 電動 車 の 導入 新規 導入 ・ 更 新 す る 公用 車 は 次 世代 自動 を 導入 

LED 照明 の 導入 全市 有 施 設 の 照明 設備 LED 化 

再 エ ネ 電 力 調 達 の 推進 クリ ー ン セン ター 発電 電気 の 市 有 施 設 へ の 導入 

【 区 域 施策 編 】 


京都 市 地球 温暖 化 対策 計画 く 2021 一 2030> (2021 年 3 月 策定 ) 
計画 期間 : 2021 年 度 か ら 2030 年 度 まで 


削減 目標 : 2030 年 度 に 2013 年 度 比 46% 削 減 


施策 の 実施 に 関す る 目標 : 省エネ 18% 以 上 、 消 費 電力 に 占め る 再 エ ネ 割 合 35% 以 上 


施策 分 類 


目標 ・ 取 組 


① 再 エ ネ の 導入 促進 


〇 再 


〇 太陽 光 発 電導 入 量 250MW ( 約 2 倍増 ) を 目指 
し 、 以 下 の 取 組 等 を 実施 


条例 に 基づく 再 エ ネ 設 備 導入 義務 制度 
(重点 対策 加速 化 事業 を 活用 し 、 義 務 量 以 
上 の 導入 促進 策 を 新設 ) 


再 エ ネ 導 入 に 係る 建築 士 の 説明 義務 制度 
太陽 光 発 電設 備 共同 購入 事業 
0 円 ソー ラー プラ ッ ト フ ォ ー ム 事業 


住宅 の 再 エ ネ 地 産地 消 ・ 地 域 循環 推進 事業 
エネ 電気 の 選択 促進 (市 内 全体 契約 割合 


10%) を 目指 し 、 以 下 の 取 組 等 を 実施 
再 エ ネ 電 気 共同 購入 事業 
事業 者 排出 量 削減 計画 書 制度 に お ける 評価 
内 容 の 充実 ( 再 エネ 電気 の 利用 を 新た に 評価 予定 ) 
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② 事業 者 ・ 住 民 の 省エネ その 他 の 排出 | 〇 事業 者 の 省エネ (産業 部 門 10.1% 減 、 業 務 部 
抑制 促進 門 11. 4% 減 ) を 目指 し 、 以 下 の 取 組 等 を 実施 
・ 事業 者 排出 量 削減 計画 書 制度 に お ける 目標 
削減 率 の 引上げ 
中 規模 事業 者 に 対す る エネ ルギー 消費 量 等 
報告 書 制度 
(重点 対策 加速 化 事業 を 活用 し 、 同 報告 書 制 
度 の フー ド バ ッ ク を 受け た 省エネ 対策 の 実施 
を 促進 する 補助 事業 を 新設 予定 ) 
〇 O 「 京 都 発 脱 炭素 ライ フス タイ ル 推 進 チ ー ム ー 
2050 京 創 ミ 一 ティ ング て 」 に お いて 、 持 続 
可能 な ライ フス タイ ル へ の 転換 を 目指 し た 目 
標 ・ ア クシ ョ ン づ くり 


【 改 正 温 対 法 に 基づく 促進 区 域 の 設定 方 針 】 
本 市 で は 、 全 国 に 先駆 け て 2050 ゼロ を 目指 す 決 意 を 表明 し , 実現 に 向け た 地方 公共 団体 実行 
計画 (区 域 施策 編 ) と し て 、2021 年 3 月 に 「 京 都市 地球 温暖 化 対策 計画 く 2021 一 2030>」 を 策 
定 し た 。 改正 温 対 法 に 基づく 促進 区 域 の 設定 に つい て は 、 本 市 の 地域 特性 を 踏ま そえ る と 、 地 
区 ・ 街 区 指定 型 や 公有 地 ・ 公 共 施設 活用 型 と いっ た も の が 考え られ る が 、 京 都市 環境 審議 会 地 
球 温暖 化 対策 推進 委員 会 に お いて 、 本 計画 の 進捗 管理 及び 策定 後 の 社会 情勢 の 変化 等 を 踏ま え 


た 計画 の 見 直し 検討 を 行っ て いく 中 で 、 検 討 を 進め る こと と する 。 
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